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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.１】がん診療施設設備整備事業 【総事業費】 

40,730 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がん診療施設として必要ながんの医療機器や臨床検査機器

等の購入を支援することにより、県内のがん医療の水準の

向上を図る。 

アウトカム指標：がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の 

２０％減少 

事業の内容（当初計画） がん診療施設に対し、がんの医療機器及び臨床検査機器等

の整備に要する経費に対する補助を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

がんの医療水準の充実強化 

設備を整備する医療機関数 ２か所 

アウトプット指標（達成

値） 

がんの医療水準の充実強化 

設備を整備する医療機関数 ２か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

※がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の２０％減少 

・現段階で平成 27年の数値が出ておらず確認できない 

（１）事業の有効性 

がん診療連携拠点病院やこれに次ぐ治療実績を持つ医療

機関に対し、施設設備面で課題となっている部分への支援

を行うことで、治療実績の向上等が見込まれる。 

（２）事業の効率性 

地域医療支援病院となっている医療機関に最新鋭の医療

機器を整備することで、地域のその他の医療機関の患者も

そのメリットを享受することが併せて可能となる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.２】病院歯科のない地域中核病院等の

歯科保健医療推進事業 

【総事業費】 

9,853 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対し

て全身と口腔機能の向上を図る。 

アウトカム指標：口腔管理実施人数 

事業の内容（当初計画） 歯科のない病院の病棟・外来に歯科医師及び歯科衛生士

を配置又は派遣し、患者の口腔管理を行う。また、病院内の

退院時支援を行う部署（地域医療連携室等）において、退院

時の歯科診療所の紹介等を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院歯科のない病院等の患者に対する口腔管理実施機関数 

１か所 （２６計画（２６年度末時点））→ ２か所（２７

計画（２７年度末時点）） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院歯科のない病院等の患者に対する口腔管理実施機関数 

１か所（２７年度末時点） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

口腔管理実施人数 377人 

（１）事業の有効性 

歯科のない病院へ歯科医師及び歯科衛生士を派遣するこ

とにより、周術期等において早期から院内で歯科医療職種

による口腔管理が可能になり、化学療法中の口腔粘膜炎の

軽減や誤嚥性肺炎等の術後感染の減少等が認められ、平均

在院日数の短縮や患者の QOL 向上につながった。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会が主体となって実施したことにより、専門

的な知識・技術を備えたマンパワーが確保でき、効果的な事

業が展開できた。 

 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.３】病床機能分化連携基盤整備事業 【総事業費】 

546,572 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２７年１１月１日～令和４年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年（平成３７年）に

向けて、病床の機能分化・連携を図る。 

アウトカム指標： 

・患者の状態の応じた医療を提供できる体制の整備。 

事業の内容（当初計画） 高齢化等に伴う医療ニーズの変化に限られた医療資源で

対応するために、病床機能の分化・連携に向けた医療機関の

以下の施設・設備整備を支援する。 

 ・回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟

等への転換 

 ・有床診療所における回復期機能の充実に資する整備 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・県内の回復期リハビリテーション病棟等の増。 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成２７年度＞ 

・平成２７年度においては、本事業による回復期リハビリ

テーション病棟等の整備実績はあがらなかった。 

＜平成２９年度＞ 

・平成２９年度においては、本事業による回復期リハビリ

テーション病棟等の整備実績はあがらなかった。 

＜平成３０年度＞ 

・平成３０年度においては、本事業による回復期リハビリ

テーション病棟等の整備実績は、１有床診療所において 19

床であった。 

＜令和元年度＞ 

・令和元年度においては、本事業による回復期リハビリテ

ーション病棟等の整備実績は、１病院において 39床であっ

た。 

＜令和元年度＞ 

・令和２年度においては、本事業による回復期リハビリテ

ーション病棟等の整備実績は、３病院、１有床診療所で 40
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床であった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

・患者の状態の応じた医療を提供できる体制の整備。 

（１）事業の有効性 

＜平成２７年度＞ 

平成２７年度においては、本事業による整備実績はあが

らなかったが、地域医療構想の策定後、病床の機能分化・連

携に向けた議論の進展に合わせて、実績があがるものと考

える。 

＜平成２９年度＞ 

平成２９年度においては、本事業による整備実績はあが

らなかったが、平成３０年度においては、病床の機能分化・

連携に向けた議論の進展に合わせて、３０年度診療報酬改

定を踏まえての補助金活用のさらなる手上げが見込まれ

る。 

＜平成３０年度＞ 

平成３０年度においては、本事業による回復期リハビリ

テーション病棟等の整備実績は、１有床診療所において 19

床であったが、令和元年度は、１病院で 39床の整備が予定

されている。 

＜令和元年度＞ 

令和元年度においては、本事業による回復期リハビリテ

ーション病棟等の整備実績は、１病院で 39床であった。令

和２年度は、２病院・１診療所で 23床の整備が予定されて

いる。 

＜令和２年度＞ 

令和２年度においては、本事業による回復期リハビリテ

ーション病棟等の整備実績は、３病院、１有床診療所で 40

床であった。令和３年度は、１病院で 24床の整備が予定さ

れている。 

 

（２）事業の効率性 

補助事業の創設について、県内各病院・有床診療所に周知

を行うことで、本補助事業を活用するかどうかは別にして

も、各医療機関が病床の機能分化・連携に向けた検討を行う

契機にもつながるものと考える。 

なお、今後、補助対象の拡大を検討するなど補助事業を拡

充し、病床機能の分化・連携を推進する。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.４】医学的リハビリテーション施設設

備整備事業 

【総事業費】 

6,675 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医学的リハビリテーション施設を利用する患者にとって、

より快適な医療環境の整備が必要である。 

アウトカム指標： 

医学的リハビリテーション施設に必要な機器の整備によ

り、施設利用者へのより快適な医療環境の提供が可能とな

り、施設利用者増へ繋がる。 

事業の内容（当初計画） 公的医療機関が整備するリハビリテーション施設に必要な

医療機器に対する補助を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医学的リハビリテーション施設に必要な医療機器の整備

（平成２７年度１病院の整備に対し補助を行う） 

アウトプット指標（達成

値） 

医学的リハビリテーション施設に必要な医療機器の整備

（１病院） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

屋島総合病院に新設された医学的リハビリテーション施設

を利用する患者数（※新病院開院後） 

（１）事業の有効性 

医学的リハビリテーション施設を利用する患者にとって、

より快適な医療環境を整備することが可能となる。 

（２）事業の効率性 

新病院に医学的リハビリテーション施設を整備すること

で、新病院をかかりつけとしていた患者だけでなく、新規で

通院する患者に対しても医学的リハビリテーション施設に

ついて周知が可能となる。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.５】小豆島中央病院医療連携支援事業 【総事業費】 

40,000 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 小豆島中央病院企業団 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小豆島中央病院と診療所等との間の円滑な診療連携や患者

の利便性の向上を図り、小豆医療圏において、基本的な医療

については島内で安定的に提供できる体制を構築する必要

がある。 

アウトカム指標：小豆医療圏における医療提供体制の構築 

事業の内容（当初計画） 現在整備中の小豆島中央病院に設置する医療情報システム

と診療所等の医療情報を共有化するためのシステム及び通

信回線等の整備に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小豆島中央病院と診療所等との間の円滑な診療連携や患者

の利便性の向上 

医療情報を共有化する診療所数 ２診療所、３巡回診療所 

アウトプット指標（達成

値） 

小豆島中央病院と２診療所、４巡回診療所等の医療情報を

共有化するシステム及び通信回線等を整備 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

小豆医療圏における医療提供体制の構築 

（１）事業の有効性 

小豆医療圏において、新たに開院した小豆島中央病院を

核として、診療所等と医療需要を共有化するシステム等を

整備することで、小豆医療圏において、基本的な医療につい

ては島内で安定的に提供するための基盤整備が進んだ。 

（２）事業の効率性 

小豆島中央病院において、各診療所等の機器等を一括で

調達することにより、効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.６】周産期医療対策施設整備事業 【総事業費】 

4,125 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 さぬき市民病院 

事業の期間 平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

リスクの高い妊娠や出産の割合が増加し、周産期医療の

重要性が高まる中、地域の周産期医療体制を維持・確保して

いくことが求められているが、令和元年７月末日をもって、

さぬき市民病院における分娩の取扱いが休止されたことに

より、東部保健医療圏内の一定地域で無産科エリアが生じ

た。 

こうした事態を早急に解消するため、さぬき市民病院に

おいては、香川大学医学部附属病院と連携し、セミオープン

システムの導入を進めるとともに、院内助産所の開設に取

り組んでいる。 

一方で、院内助産・助産師外来ガイドライン 2018では、

安全で安心な助産ケアを提供するために、安全管理体制や

感染管理について定めた安全管理指針を明示しておくこと

が求められているが、同病院では、産科入院患者とその他の

入院患者が１つの病棟に混在しており、妊産婦にとって安

全で安心な院内助産の環境を提供するという観点から、病

棟の整備を行う必要がある。 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千人当たり） 2.7 の

維持 

事業の内容（当初計画）  院内助産の開始に係る施設整備の費用について助成す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助件数 １件 

アウトプット指標（達成

値） 

補助件数 １件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

周産期死亡率（出産千人当たり） 2.7の維持→統計調

査の結果が公表されていないため、観察できなかった。 

代替的な指標 
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さぬき市民病院の整備状況 16 床（４人部屋３室、１

人部屋４室）の周産期センターエリアが整備され、９人の

産婦が、延べ 26日利用している。 

(１) 事業の有効性 

本事業により、さぬき市民病院において 16床（４人部

屋３室、１人部屋４室）の周産期センターエリアが整備さ

れ、産科入院患者とその他の入院患者が１つの病棟に混

在している状況が改善されたことから、地域の周産期医

療体制の維持・確保に効果があった。 

(２) 事業の効率性 

香川県の中でも、さぬき市民病院における分娩の取扱

いが休止され一定地域で無産科エリアが生じている東部

保健医療圏を優先して支援することにより、効率的に実

施している。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７】訪問看護推進事業 【総事業費】 

518 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

2025 年を目途に地域包括ケアシステムの構築を実現するた

めには、県全体で、訪問看護を推進する必要がある。 

アウトカム指標：県全体で、訪問看護を推進 

 

事業の内容（当初計画） 協議会で訪問看護推進方法や機能強化型訪問看護ステーシ

ョンについての課題の検討及び事業企画、関係者間の連絡

調整、訪問看護事業所等からの相談対応や訪問看護に関す

る実態調査を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護推進事業協議会開催日数 ２回 

機能強化型訪問看護ステーション 県内２か所 

アウトプット指標（達成

値） 

機能強化型訪問看護ステーションの開設には至らなかった

が、訪問看護推進事業協議会を２回開催し、課題等の検討を

実施した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 

（１）事業の有効性 

訪問看護推進協議会で、継続的に課題等の検討をするこ

とで、訪問看護の推進が図られた。機能強化型訪問看護ステ

ーションの開設に向けた課題等の検討をすることで、機能

強化型訪問看護ステーションの開設につながるものと考え

る。 

（２）事業の効率性 

訪問看護推進協議会で検討することで、訪問看護や機能

強化型訪問看護ステーション開設に向けた課題の検討や調

整等もスムーズに実施でき、訪問看護、在宅療養の推進を図

ることができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】かかりつけ医普及啓発事業 【総事業費】 

5,367 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療の充実・強化を図るために、住民ができる限り住み

慣れた地域や在宅で安心して生活していくことができるよ

う、日常的な診療や健康相談等ができるかかりつけ医を持

つことが重要である。 

アウトカム指標：・かかりつけ医を持つ人の割合の増加 

・かかりつけ医を持つことの重要性の認識の向上 

事業の内容（当初計画） 地域住民が、在宅医療・地域包括ケアシステムや病院からの

在宅移行などについて理解し、かかりつけ医を持つことの

重要性の認識を高めることを目的に、県医師会と郡市医師

会が協力して、講演会等を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

講演会に参加した地域数 ３か所 

かかりつけ医を持つことの重要性の認識の向上 

アウトプット指標（達成

値） 

かかりつけ医を持つことの重要性の認識の向上を目的に、

３地域で講演会を実施した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

かかりつけ医を持つ人の割合の増加 

（１）事業の有効性 

かかりつけ医について、日常的な医療を受けることや、健

康の相談等ができる身近な医師として、かかりつけ医を持

つことの重要性の認識を高めるための講習会を開催するこ

とで、その普及・定着を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

かかりつけ医を持つことの普及・定着を図ることで、かか

りつけ医を身近なものとし、地域包括ケアシステムや在宅

医療の推進にも寄与することができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９】在宅療養並びに訪問看護広報活動

事業 

【総事業費】 

1,450 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

訪問看護を推進するために、訪問看護職員の資質向上や急

性期病院等の看護職員の訪問看護への理解を図る必要があ

る。 

アウトカム指標：県全体で訪問看護を推進 

  

事業の内容（当初計画） 訪問看護ステーションや医療機関の看護職員に対し、各種

研修を実施し、訪問看護の質の向上及び訪問看護について

の理解を深める。併せて、訪問看護に従事する看護職員に養

成講習会を実施し、必要な知識、技術を習得させる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護職員等を対象にした研修を実施し、在宅医療・訪問看護

に関する理解と質の向上を図る。 

研修受講者数 １５０人 

アウトプット指標（達成

値） 

看護職員等を対象にした研修を実施し、在宅医療・訪問看護

に関する理解と質の向上を図った。研修受講者数１５４人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 

（１）事業の有効性 

訪問看護従事者等に対して研修を実施することで、訪問

看護の質の向上につながった。また、急性期病院等の看護職

員の訪問看護に対する理解が深まり、本県の訪問看護の推

進につながった。 

（２）事業の効率性 

各医療機関の看護師が一同に会して研修等を行うことで

関係者間の情報交換等ができるとともに、連携強化が進ん

だ。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１０】訪問看護サポート事業 【総事業費】 

1,247 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者意識調査等の結果によれば、施設への入所希望に比

べて、住み慣れた自宅や地域でのサービス利用等を希望す

る人が依然として多く、要介護者等認定者にその傾向が強

い。 

 

アウトカム指標：平成 27年度訪問看護利用件数：19,316件

（前年度比＋2,770件）（構成比 1.4％(前年度比＋0.2％)） 

事業の内容（当初計画） 在宅医療・訪問看護を利用する者のニーズの多様化に対応

し、専門性の高い訪問看護を提供できるようにするため、利

用者等（患者・家族、医療関係者）及び訪問看護師からの相

談に応じたり、訪問看護技術等のスキルアップ支援を行う

など、タイムリーに利用者等及び訪問看護師を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

事業検討協議会 ２回 

訪問看護ステーション数 ３か所増 

アウトプット指標（達成

値） 

事業検討協議会 １回 

訪問看護ステーション数 ８か所増（H27.4.1→H28.4.1） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

平成 28年度訪問看護利用件数は、年度終了後に把握予定。 

（１）事業の有効性 

本事業により訪問看護ステーションが 57 カ所から 65 カ

所に増加し、在宅医療にかかる提供体制が強化され、訪問看

護利用件数の増加が図られた。 

（２）事業の効率性 

事業実施に不可欠な知識・技術やノウハウを有する県内

唯一の団体である香川県看護協会に委託して実施すること

により、効率的かつ効果的に事業を実施できた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１１】重症心身障害児（者）にかかる

在宅支援事業 

【総事業費】 

2,873 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療型短期入所事業所 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

重症心身障害児（者）の在宅介護の支援のためには、医療型

短期入所の受入体制の整備等が必要 

アウトカム指標：利用希望者全員の利用 

事業の内容（当初計画） 在宅の重症心身障害児（者）の病床確保のための経費とし

て、医療型短期入所にかかる自立支援給付費相当額を支給

し、運営に対する支援を行う。（ただし、実施機関が医療型

短期入所サービスを提供した日を除く。） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅の重症心身障害児（者）のための受入病床を２床確保 

アウトプット指標（達成

値） 

受入病床を 1 日当たり２床確保 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

利用希望者全員の利用 

（１）事業の有効性 

本事業により医療型短期入所の利用可能な病床が２床確

保され、在宅の重症心身障害児（者）に対するサービス提供

体制が強化され、利用の希望に対するサービスの安定提供

が図られた。 

 

（２）事業の効率性 

安定してサービスを提供できることで、利用希望者を断

る事例が減り、重症心身障害児（者）にかかる在宅介護の支

援が推進された。 

 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１２】在宅歯科医療連携室整備事業 【総事業費】 

14,214 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県（香川県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科医療の推進のため、医科・介護等との連携窓口、在

宅歯科医療希望者の窓口、在宅歯科医療機器の貸出などを

行う在宅歯科医療連携室の設置が必要である。 

アウトカム指標： 

・医療機関、介護施設等との連携強化、在宅歯科医療希望者

の相談数増による在宅歯科診療の一層の推進 

事業の内容（当初計画） 医療機関、介護施設等との連携窓口、在宅歯科希望者の相談

窓口（診療所の紹介）、在宅歯科医療の普及啓発活動等の事

業の実施により、今後需要の増加が見込まれる在宅歯科医

療を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医療機関、介護施設等との連携窓口、在宅歯科医療希望者

の相談窓口業務による在宅歯科診療の一層の推進を図る。 

・在宅歯科医療の推進に関する会議等の開催 １０回 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成２７年度＞ 

・在宅歯科医療の推進に関する会議等の開催：１５回 

・在宅歯科医療希望者の相談窓口利用者：５０人  

・在宅歯科医療機器の貸出件数：３８件 

＜平成２９年度＞ 

・在宅歯科医療の推進に関する会議等の開催： 

会議９回、研修会１回 

・在宅歯科医療希望者の相談窓口利用者：３５人  

・在宅歯科医療機器の貸出件数：１３２件 

＜令和元年度＞ 

・在宅歯科医療希望者の相談窓口利用者：30人 

・在宅歯科医療機器の貸出件数：80件 

・かかりつけ歯科医に関する研修会：３回 

 連携室の設置から６年が経過し、周知が図られたことで

希望者と歯科医の結びつきが強くなり連携室利用者は減少

している。また、機器の貸出件数の減少は、過去に貸し出し

を受けた診療所が自院で機器整備を行っていることによる
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ものであり、連携室の設置により在宅歯科医療の推進が図

られている。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

＜平成 2７・２９年度＞ 

・医療機関、介護施設等との連携強化、在宅歯科医療希望者

の相談数増による在宅歯科診療の一層の推進。 

＜令和元年度＞ 

・連携室を通じた在宅歯科医療実施件数 13件（H30）→16

件（R1） 

（１）事業の有効性 

在宅歯科医療希望者に対し、在宅歯科診療を行っている

適切な歯科診療所を紹介することで、寝たきり等の方が歯

科診療を受けやすい環境整備が進んでいる。また、本事業に

ついて歯科医師会員ならびに介護関係者への認知が広まっ

てきている。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会へ事業を委託し、在宅歯科診療を必要とし

ている方へ在宅歯科診療制度についての情報提供および対

応歯科診療所を紹介することで、歯科医療難民にとって歯

科診療が身近なものとなるとともに、これまで在宅歯科診

療を行っていることが広く知られていなかった歯科診療所

についての情報を得るきっかけとなり、特定の在宅歯科診

療所への患者の一極化の防止に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１３】各地域在宅歯科医療連携室整備

事業 

【総事業費】 

32,408 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県（香川県歯科医師会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 30年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後需要が見込まれる在宅歯科医療の推進のため、郡市レ

ベルで中核医療機関、介護施設、地域包括支援センター等他

業種との連携強化が必要である。 

アウトカム指標： 

・地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数増に伴う、郡市レ

ベルでの他業種との連携強化による在宅歯科診療の推進 

事業の内容（当初計画） 郡市レベルで、歯科医師会、中核医療機関、介護施設、地域

包括支援センター等との連携拠点を整備するために必要な

経費及び運営経費に対して助成することで、地域医療の連

携を強化し、今後需要の増加が見込まれる在宅歯科医療を

さらに推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数：  

１か所（H26 末）→６か所（R1 末） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数 

＜平成２７年度＞ 

１か所（H26 末） → ２か所（H27 末） 

＜平成２９年度＞ 

５か所（H28 末） → ７か所（H29 末） 

＜令和元年度＞ 

１か所（H26 末）→５か所（R1 末） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

＜平成２７年度＞ 

・地域在宅歯科医療連携室の整備箇所数増に伴う、郡市レ

ベルでの他業種との連携強化による在宅歯科診療の推進。 

＜平成２９年度＞ 

・地域連携室における在宅歯科医療照会・口腔機能管理者

数（延べ数）1,689人（H28末）→2,217人（H29末） 

＜令和元年度＞ 

・地域連携室における在宅歯科医療照会・口腔機能管理者

数（延べ数）1,867人（延べ数）（R1末） 
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（１）事業の有効性 

＜平成２７年度＞ 

高松市民病院内地域連携室を高松市に整備することがで

き、基幹病院、患者、協力歯科医等をシームレスに繋ぐとと

もに、歯科医療難民に対するサポートができるようになっ

た。 

＜平成２９年度＞ 

地域在宅歯科医療連携室を県内７か所に整備することが

でき、基幹病院、患者、協力歯科医等をシームレスに繋ぐと

ともに、歯科医療難民に対するサポートができるようにな

った。 

＜令和元年度＞ 

高松、東讃、中讃、西讃の各エリアにおける地域中核病院

に整備することができ、基幹病院、患者、協力歯科医等をシ

ームレスに繋ぐとともに、歯科医療難民に対するサポート

ができるようになった。 

（２）事業の効率性 

 基幹病院に地域在宅歯科医療連携室を整備することで、

退院後に訪問歯科診療を必要とする患者への十分な治療や

口腔ケアの提供に繋がった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１４】在宅歯科診療設備整備事業 

 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 歯科診療所 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科診療を実施する医療機関に対して機器の整備を行

うことで、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実

を図る必要がある。 

アウトカム指標：在宅歯科診療を実施する歯科医療機関の

安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科診療を実施する歯科医療機関が安全・安心で質の

高い歯科医療を提供するために整備する在宅用歯科医療機

器等に対して整備費の一部を補助する。 

（※交付対象は、前年度に「健康力推進歯科医師養成等講習

会」を受講した歯科診療所に限る） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

安全・安心で質の高い在宅医療を実施するために必要な設

備の整備 

（平成２７年度 １か所整備） 

アウトプット指標（達成

値） 

申請がなかったため、事業の実施なし 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

申請がなかったため、観察できなかった。 

（１）事業の有効性 

在宅歯科診療を実施する医療機関に対して機器の整備を

行うことで、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充

実が図られると考える。 

（２）事業の効率性 

厚生労働省の実施する「歯の健康力推進歯科医師等養成

講習会」を修了した歯科医師を補助対象とし、講習会を修了

した歯科医師において、整備した設備の共同利用を可とす

ることで、県内の在宅歯科医療体制の確保に繋がる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１５】歯科医療安全確保設備整備事業 【総事業費】 

35,818 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 歯科診療所 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科医療の提供時等において患者の急変時に対応でき

るよう、ＡＥＤやバイタルモニター等の整備が必要である。 

アウトカム指標：在宅歯科医療の提供時等における患者の

急病等に初期対応可能な歯科診療所（歯科医師）の増加。 

事業の内容（当初計画） 患者の症状の急変時に備えたＡＥＤやバイタルモニター等

の整備や感染症対策として口腔バキューム等を整備しよう

とする歯科診療所に対して費用の一部を助成し、県民の安

全・安心な歯科医療体制を確保する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

安全・安心対策のための設備整備済み歯科診療所数 １４

０か所（２６計画（２６年度末時点）） → １６５か所（２

７計画（２７年度末時点） 

アウトプット指標（達成

値） 

安全・安心対策のための設備整備済み歯科診療所数 １４

０か所（２６計画（２６年度末時点）） → １７４か所（２

７計画（２７年度末時点） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科医療の提供時等における患者の急病等に初期対応

可能な歯科診療所（歯科医師）の増加。 

（１）事業の有効性 

患者の症状の急変時に備えたＡＥＤやバイタルモニター

等の整備や感染症対策として口腔バキューム等を整備する

ことで、県民の安全・安心な歯科医療体制の確保が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

複数の歯科診療所へＡＥＤやバイタルモニター等を整備

することで、診療を受けている方だけでなく、近隣住民に対

しても、体調の急変時に対応することができる。また、歯科

診療所にそうした機器が整備することで、近隣住民がＡＥ

Ｄ等の設置場所を認知しやすくなる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１６】地域医療支援センター設置・運

営事業 

【総事業費】 

33,390 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の人口当たり医師数は全国平均を上回っているが、若

手医師の確保、地域偏在（小豆島医療圏等の不足）、診療科

偏在（産科、小児科、救急科等の不足）が課題である。 

アウトカム指標：県内で地域医療に従事する医師の確保 

事業の内容（当初計画） 専任医師１名と専従職員３名を配置し、地域医療に従事す

る医師のキャリア形成支援と医師確保対策に取り組む地域

医療支援センターの運営を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域医療支援センターが関与した医師の斡旋・派遣件数 

２０６件  （２６計画（２６年度末時点））→ ２５０件

（２７計画（２７年度末時点）） 

アウトプット指標（達成

値） 

地域医療支援センターが関与した医師の斡旋・派遣件数 

２９０件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の医師数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現在で

調査予定（平成 26年 12月現在 2,632人） 

（１）事業の有効性 

地域医療支援センターの運営に必要な専任医１名と専従

職員３名を配置し、地域医療に従事する医師のキャリア形

成支援と医師確保対策に取り組んだ。 

（２）事業の効率性 

地域医療支援センターで医師のキャリア形成支援と医師

確保対策が一体的に実施できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１７】医学生修学資金貸付事業 【総事業費】 

41,760 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の人口当たり医師数は全国平均を上回っているが、若

手医師の確保、地域偏在（小豆島医療圏等の不足）、診療科

偏在（産科、小児科、救急科等の不足）が課題である。 

アウトカム指標：県内で地域医療に従事する医師の確保  

事業の内容（当初計画） 将来、県内の医療機関の医師として勤務し、本県の地域医療

を支えていこうとする意欲に富んだ医学生に対して、修学

等に必要な資金を香川県が貸し付ける。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

修学資金貸付者（県民医療推進枠）の継続的確保 ５人／年 

アウトプット指標（達成

値） 

２９名（新規５名、継続２４名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の医師数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現在で

調査予定（平成 26年 12月現在 2,632人） 

（１）事業の有効性 

将来、県内の医療機関の医師として勤務し、本県の地域医

療を支えていこうとする意欲に富んだ医学生に対して、修

学等に必要な資金の貸し付けを実施した。 

（２）事業の効率性 

 一般入試において、県民医療推進枠を設けることで効率

的に貸付者を決定できた。 

 

その他  

 

 

 

 

 

 

 



   

28 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１８】小豆医療圏医療人材教育環境支

援事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 土庄町 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小豆医療圏における人口当たり医師数は全国平均を大きく

下回っており、医師確保が喫緊の課題である。 

アウトカム指標：小豆医療圏における研修医等の医療人材

の教育・訓練環境の整備 

事業の内容（当初計画） 小豆島中央病院の整備に伴い、現病院の空き病室を活用し

た数種類の医療用シミュレーターの整備や、地域医療に関

する講演や意見交換を行うための交流スペースの整備に対

する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小豆医療圏における研修医等の医療人材の教育・訓練環境

の整備 

医療用シミュレーター等の年間利用日数 １５０日 

アウトプット指標（達成

値） 

地元町において設備整備等の準備を進めていたところであ

るが、本事業の実施に当たり医療人材育成の中核となる土

庄中央病院長の急逝により、事業の実施が不可能な状況と

なった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

小豆医療圏における研修医等の医療人材の教育・訓練環境

の整備→一部観察できた。 

（１）事業の有効性 

本事業は実施できなかったが、自治医科大学卒業医師の

配置、島嶼部医師ＵＪＩターン促進事業の成果、医学生修学

資金の貸付けを受けた医師の配置等により、小豆島中央病

院の医師数は、27 年 12 月現在の 21 名から 25 名へと増加

した。同病院に指導的役割を担う医師が増加することなど

から若手医師に対する指導体制の強化、研修医受入枠の増

枠ができると聞いており、若手医師の確保・養成は、一定程

度は達成される見込みである。 

（２）事業の効率性 

 本事業は実施できなかった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１９】産科医等確保支援事業（分娩手

当、研修医手当） 

【総事業費】 

61,599 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医が不足していることから、産科医等の処遇改善や将

来の産科医療を担う医師の育成を図り、産科医等の確保を

図る必要がある。 

アウトカム指標：産科医等の確保と産科医の育成促進 

事業の内容（当初計画） 産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩を担

当した産科医等に対して、分娩件数に応じて分娩手当を支

給する医療機関や、後期研修で産科を選択する医師に対し

研修医手当等を支給する医療機関に対して、財政支援を行

うもの 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

産科医等手当を支給する医療機関の継続的支援 １６医療

機関／年 

後期研修で産科を選択する医師の受入医療機関に対する継

続的支援 ２医療機関／年 

アウトプット指標（達成

値） 

産科医等手当を支給した医療機関 １５医療機関 

産科を選択する医師の受入医療に対する支援 ２医療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の医師数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現在で

調査予定（平成 26年 12月現在の産婦人科医は 98人） 

（１）事業の有効性 

産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩を

担当した産科医等に対して、分娩件数に応じて分娩手当を

支給する医療機関や、後期研修で産科を選択する医師に対

し研修医手当等を支給する医療機関に対して、財政支援を

行った。 

（２）事業の効率性 

産科医等の処遇の改善を図るとともに、産科医を目指す

医師の確保も図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２０】開業医による応援診療に対する

支援体制の整備事業 

【総事業費】 

7,411 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小豆保健医療圏においては、内海病院・土庄中央病院の２つ

の公立病院で二次救急を担っているが、ここ数年で両病院

の勤務医数が急激に減少し、当直回数の増加等により勤務

医の負担感と疲弊感が増大している。 

アウトカム指標：内海病院、土庄中央病院における勤務医の

負担軽減 

事業の内容（当初計画） 開業医等が、内海病院又は土庄中央病院で夜間又は休日業

務に従事した場合に、病院が当該医師に支払う費用の一部

を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

内海病院・土庄中央病院の病院勤務医の夜間又は休日勤務

時間の減 

アウトプット指標（達成

値） 

内海病院・土庄中央病院で、ほぼ毎週、開業医等が休日業務

に従事し、勤務医の負担の軽減が図られた 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

開業医等が、内海病院又は土庄中央病院で夜間又は休日

業務に従事した場合に、病院が当該医師に支払う費用の一

部を補助した。 

（２）事業の効率性 

本事業により内海病院・土庄中央病院の勤務医の労働の

軽減だけでなく小豆島の救急医療提供体制の維持・確保も

図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２１】小児救急医療体制等整備事業 【総事業費】 

850 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科医等が不足する中で救急時の医療体制の確保のため

に、中小規模の医療機関にかかる看護師等の医療スタッフ

が専門分野以外にも総合医的な応急処置ができるよう、初

期救急医療体制の強化が求められている。 

アウトカム指標：初期救急医療（応急処置）に対応できる中

小規模の医療機関の増  

事業の内容（当初計画） 小児科医等が不足する中で救急時の医療体制の確保のため

に、中小規模の医療機関にかかる看護師等の医療スタッフ

が専門分野以外にも総合医的な応急処置ができるように救

急医療にかかる研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急等にかかる応急処置等の研修の受講者数 ４０人 

アウトプット指標（達成

値） 

小児救急等にかかる応急処置等の研修の受講者数 ３６人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

初期救急医療（応急処置）に対応できる中小規模の医療機関

の増 

（１）事業の有効性 

小児科医等が不足する中、中小規模の医療機関にかかる

医師や看護師等の医療スタッフが専門分野以外にも総合医

的な応急処置ができることが求められており、本研修を実

施することは、小児を含む救急時の医療体制の確保に寄与

するものと考える。 

（２）事業の効率性 

医師会に委託して研修を行うことで、中小規模の医療機

関にかかる医療スタッフに対し広く周知が可能となり、ま

た、救急医療に携わる医師等がスタッフとして指導するこ

とで、本格的な指導が可能となると考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２２】多職種協働によるチーム医療推

進に資する人材育成のための講

習及び研修実施事業 

【総事業費】 

864 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護に携わる関係者が、要介護高齢者等の口腔機能管理に

ついて十分に理解し、多職種間での連携体制を推進する。 

 

アウトカム指標：何でもかんで食べることができる者の増

加 

事業の内容（当初計画） 医科・歯科連携を推進するため、がん患者、糖尿病患者等と

歯科との関連に係る研修会を開催し、疾病予防・疾病の早期

治療等に有用な医科・歯科の連携に関する研修会の実施に

かかる支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者のチーム医療または医科歯科連携に関する必要

性の理解の向上 

研修会の開催 ４回 

受講者数 １６０人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会の開催 ４回 

受講者数 ４２０人  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった。（平成２８年に調査予定） 

（１）事業の有効性 

多職種を対象とした研修会を実施し、チーム医療または

医科歯科連携の必要性について情報共有することにより、

チーム医療の推進が図られた。 

（２）事業の効率性 

歯と口の健康は、医療及び介護の両分野ともに関わりが

深いことから、多くの職種に研修会の参加を募り実施した

ことにより、知識・技術を共有することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２３】骨粗鬆症予防に関する医科歯科

連携事業 

【総事業費】 

5,560 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県歯科医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

骨粗鬆症による転倒・骨折は要介護状態となる一つの原因

であり、健康寿命の延伸を目指す上で大きな阻害要因とな

る。また、医療及び介護にかかる費用も増加するため、骨粗

鬆症の予防対策として、あらゆる方面からアプローチして

いく必要がある。 

 

アウトカム指標：歯科から整形外科へ紹介した患者数 

事業の内容（当初計画） 整形外科と歯科との連携体制の構築についてモデル事業を

実施するとともに評価検討を行うため、香川県歯科医師会

が二次保健医療圏ごとに指定した地域歯科医療機関に骨粗

鬆症スクリーニングを試行的に実施するための設備を貸与

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

骨密度測定実施歯科診療所数 ５か所 → １０か所 

アウトプット指標（達成

値） 

骨密度測定実施歯科診療所数 １０か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

歯科から整形外科へ紹介した患者数 ８人 

（１）事業の有効性 

骨密度測定解析機器を試行的に設置した歯科診療所にお

いて、歯科受診者のうち骨粗鬆症が疑われる者をスクリー

ニングし、医科への受診を勧奨することにより骨粗鬆症の

予防を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

骨粗鬆症は高齢者に多くみられることから、高齢者の来

院割合が高い歯科診療所を選定し、事業を執行した。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２４】感染症対策連携拠点施設（仮称）

整備事業（基礎工事事業） 

【総事業費】 

35,250 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県（香川県立中央病院） 

事業の期間 平成 27年 10月中旬～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

感染症に関する効率的で質の高い医療提供体制の構築、感

染症に対応できる医師等医療従事者の確保と多職種連携の

推進を図る。 

アウトカム指標：研修会の参加者数の増 

  

事業の内容（当初計画） 医療従事者の確保に関する事業として、本県における感染

症対策の中核的役割を果たす施設として施設・設備を整備

し、効率的で質の高い医療提供体制の構築、また、感染症に

対応できる医師等の養成など、人材の確保と多職種連携の

推進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

感染症専門医養成 １名 

感染症対応医師の確保 ４名以上 

感染症看護専門看護師養成 １名 

アウトプット指標（達成

値） 

感染症専門医養成     未達成 

感染症対応医師の確保   未達成 

感染症看護専門看護師養成 未達成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

研修会参加医療従事者の増 

研修会参加者の職種の拡大 

（１）事業の有効性 

感染症対策の中核的役割を果たす施設として施設・設備

の整備を進めることで、感染症対策に関する関心が高まり、

医療提供体制の構築に向け、機運が高まり始めた。 

（２）事業の効率性 

香川県全体において、感染症対策に関する機運が高まる

ことで、より充実した体制整備に向けて前進したと考える。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２５】女性医療従事者（医師）支援事

業 

【総事業費】 

2,000 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医学部入学者のうち女子学生が占める割合が３割を超えて

おり、今後、女性医師の占める割合が増えることが見込まれ

ることから、女性医師が働き続けることができる環境づく

りをはじめ、就業・復職支援が重要な課題である。 

アウトカム指標：女性医師が働き続けることができる環境

づくり 

事業の内容（当初計画） 女性医師の就業・復職支援に係る普及啓発活動を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

女性医師の就業・復職支援に係る普及啓発 

講演会を年 1 回以上実施 

アウトプット指標（達成

値） 

女性医師連絡協議会の開催（１回） 

女性医師向けＨＰの運営、広報用グッズの作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

講演会等の開催や、学会等での広報用グッズを配布するこ

とで、女性医師の就業・復職支援について広く普及啓発でき

た。 

（１）事業の有効性 

女性医師については女性医師の就業・復職支援に向けた

普及（講演会等）を実施した。 

 

（２）事業の効率性 

女性医師については医師会が主体となって実施すること

で専門的・効率的な事業が実施できた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２６】歯科衛生士を目指す学生に対す

る修学支援事業 

【総事業費】 

9,700 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 歯科衛生士養成所 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の歯科衛生士の就業状況は高松圏域に集中しており、

小豆・中讃・西讃圏域では、歯科衛生士の求人数に対する就

職者数が 9 割を下回っている状況であることから、歯科衛

生士の地域偏在が課題となっている。 

 

アウトカム指標：小豆・中讃・西讃圏域における就職者数の

増加 

事業の内容（当初計画） 歯科衛生士の人材の確保及び地域偏在を解消するため、修

学支援制度を構築する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科衛生士専門学生修学資金貸付者数 ２０人／年 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科衛生士専門学生修学資金貸付者数 ５人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった。 

 

（１）事業の有効性 

歯科衛生士の不足する地域の歯科医療機関等において、

将来歯科衛生士として業務に従事しようとする学生に対し

て、修学資金を貸し付けることにより、歯科衛生士の地域偏

在の解消を図る。 

（２）事業の効率性 

貸付金等の運営の実施主体を養成施設にすることによ

り、学生に周知、利用しやすい事業となり、貸付者数の増加

が図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２７】新人看護職員卒後研修事業 【総事業費】 

30,295 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会、医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護の質の向上や安全で確実な医療を提供するため、また

離職防止の観点から、新人看護職員研修は必要である。 

アウトカム指標：県内看護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員研修ガイドラインに沿った新人看護職員研修

を実施する医療機関に対して、研修費用を補助する。また、

合同での新人看護職員研修や研修責任者や実習指導者に対

する研修などを実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新人看護職員合同研修参加者数 １５０人 

研修責任者等研修参加者数 ５０人 

各病院の新人看護職員研修の実施 ２０施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員合同研修参加者数２０１人 

研修責任者等研修参加者数１１２人 

各病院の新人看護職員研修の実施 ２０施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

（１）事業の有効性 

新人看護職員の卒後研修を実施することで、新人看護職

員の離職防止や看護の質の向上等が図られた。 

（２）事業の効率性 

中小病院や診療所等の新人看護師を集めた合同研修を県

看護協会に委託することで効率的な研修が実施できた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２８】看護職員指導事業 【総事業費】 

2,181 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県・香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い看護職員を養成するためには、医療機関での学生

実習を充実させることが重要だが、そのためには、学生実習

を担う指導者の養成が重要である。 

アウトカム指標：県内看護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 看護教育における実習の意義及び実習指導者としての役割

を理解し、効果的な実習指導ができるように実習指導者講

習会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

講習修了者数６１７人（２６計画（２６年度末時点））→６

５７人（２７計画（２７年度末時点）） 

アウトプット指標（達成

値） 

講習修了者数６６１人 特定分野修了者 ２人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

（１）事業の有効性 

看護学生への実習の意義や実習指導者の役割を理解した

看護職員を確保することで、効果的な実習指導が期待でき

る。 

（２）事業の効率性 

県看護協会に委託することで効果的な研修が実施でき

た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２９】ナースセンター機能強化事業 【総事業費】 

2,119 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員が不足している中、きめ細かな就業支援や復職支

援等が必要となるとともに、看護職員の届出制度も開始さ

れたことから、ナースセンター機能を強化することが必要

である。 

アウトカム指標：県内看護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 離職者の登録や積極的な就業支援を行うため、ハローワー

クオンラインシステムの導入や就業コーディネーターを配

置して、ナースセンターの機能強化を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

離職者や求職者に対する積極的でタイムリーな就業支援・

相談対応による離職防止や再就業支援のための就業コーデ

ィネーターの配置及びハローワークシステムの導入を図

る。就業コーディネーター配置 ２名 

アウトプット指標（達成

値） 

就業コーディネーター２名の配置とハローワークシステム

の導入ができた。  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

（１）事業の有効性 

ハローワークシステムの導入により、求職者により多く

の求人情報が提供できるとともに、就業コーディネーター

の配置により、タイムリーで決め細やかな就業支援ができ

るようになった。 

（２）事業の効率性 

ナースセンターにハローワークシステムを導入したこと

で、より多くの情報提供ができるとともに、ハローワークと

の連携が深まった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３０】看護師等養成所運営費補助事業 【総事業費】 

707,185 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員が不足する中、看護職員の確保を図るためには、看

護職員の養成を担う県内看護師等養成所の健全な運営が必

要である。 

アウトカム指標： 県内看護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所に対し、教育内容の向上等を図るため、運営

費（人件費、教材費、実習経費等）の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成２７年度、平成３０年度＞ 

看護職員養成数 毎年約７１０人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

対象施設数 12校 14課程 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成２８年度＞ 

看護職員養成数７００人 

＜令和元年度＞ 

対象施設数 12校 13課程 

＜令和２年度＞ 

対象施設数 11校 12課程 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

＜平成２７年度＞ 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

＜平成３０年度＞ 

・県内看護職員数（衛生行政報告例）16,380人（H30年末） 

<令和元年度> 

・県内看護師等養成所卒業生の県内就業率 72.5％以上：令

和２年３月末 72.8％ 

・県内看護職員数（衛生行政報告例）３％増加：16,380 人

（H30末）→16,871人（R2年末）※未確定 

R2 衛生行政報告例は未確定であるため、観察できなかっ

た。 
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<令和２年度> 

・県内看護師等養成所卒業生の県内就業率 72.5％以上は達

成できなかった。 

・県内看護職員数（衛生行政報告例）３％増加：16,380 人

（H30末）→16,618人（R2）（衛生行政報告例（R2）未公表

のため業務従事者届（R2）による。） 

・人口 10 万対で見ると、1702.9 人（H30 末）→1747.3 人

（R2 末）で、2.6%増加しており、目標はおおむね達成でき

た。 

・R2の県内の対象養成所の国家試験合格率は 93.1%であり、

全国平均 90.4％を上回る結果となった。 

今後も引き続き本事業により看護師等養成所の運営費を補

助することで、質の高い教育の提供につなげ、看護職員養成

に貢献したい。 

（1）事業の有効性 

本事業により看護師等養成所の運営費を補助すること

で、質の高い教育の提供につながり、看護職員養成に貢献で

きた。 

（２）事業の効率性 

各養成所の運営費を補助することで学生の安定的な育成

につながり、効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３１】看護職員の多様な勤務形態導入

促進事業 

【総事業費】 

1,551 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員が不足している状況のため、看護職員確保の観点

から、労働環境の改善のための取り組みを進め、就業促進や

離職の防止などを図る必要がある。 

アウトカム指標：県内看護職員の増加 

  

事業の内容（当初計画） 多様な勤務形態を導入している医療機関の管理者向けの導

入研修を実施する。研修参加病院各々が各病院看護職員の

労働環境の課題や改善についての取り組みを実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ（ＷＬＢ）研修参加医療機関数 ７施設 

夜勤フォーラム等参加者数 ５０人 

アウトプット指標（達成

値） 

ＷＬＢ研修参加医療機関 ９施設 

夜勤フォーラム等参加者数 １１３人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

（１）事業の有効性 

事業を通して、勤務環境の改善等が促進され、働きやすい

職場づくりが促進された。 

 

（２）事業の効率性 

参加病院が集まることで課題や改善の取り組み内容等の

共有ができ、働きやすい職場づくりが促進されるとともに、

連携も深まった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３２】歯科専門職養成のための設備整

備事業 

【総事業費】 

40,827 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 歯科衛生士及び歯科技工士養成所 

事業の期間 平成 27年 11月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

歯科医療技術の高度化や歯科口腔保健ニーズの多様化に対

応するため、幅広い知識・技能を有する歯科衛生士及び歯科

技工士の養成確保と資質の向上が求められている。 

 

アウトカム指標：８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する

者の増加 

事業の内容（当初計画） 歯科衛生士及び歯科技工士養成所が行う教育上必要な機械

器具、模型等の整備に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科衛生士及び歯科技工士養成所の教育環境の充実 

歯科衛生士及び歯科技工士の資質の向上 

整備養成所数 ３か所 

アウトプット指標（達成

値） 

整備養成所数 ３か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する者の増加 

観察できなかった。（平成２８年調査予定） 

 

（１）事業の有効性 

歯科技工士及び歯科衛生士養成所の設備整備費を補助す

ることにより、質の高い教育の提供につながった。 

 

（２）事業の効率性 

県内全ての歯科専門職の養成所の設備整備に対して補助

することにより、県全体の歯科に関する教育水準の向上が

図られた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３３】看護職員就業促進事業 【総事業費】 

376 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県、香川県看護協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内医療機関が看護学生に就職情報等を直接説明する機会

を提供することで、看護学生の県内就業を促進する必要が

ある。 

アウトカム指標：看護学生の県内就業率の確保 

事業の内容（当初計画） 看護学生や再就業希望の看護職員を対象に合同就職説明会

を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同就職説明会の継続的開催年１回 

参加学生等数２００人 

アウトプット指標（達成

値） 

合同就職説明会の継続的開催年１回 

参加学生等数２１５人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

２７年度卒業生の県内就業率 72.1％ 

（１）事業の有効性 

看護師不足が課題となっている医療機関においては、学

生等に就職情報を説明でき、さらには、希望・意見を聴取す

ることで将来の看護職員確保につながった。また、学生にと

っては、実習先以外の医療機関からも情報収集ができ、医療

機関、学生双方にとって有意義な事業であった。 

（２）事業の効率性 

県内医療機関が一同に会し、学生が一度に多くの情報収

集できる点で、効率のよい事業であった。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３４】医療勤務環境改善支援センター

運営事業 

【総事業費】 

357 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療に携わる人材の定着・育成を図るためには、長時間労働

や当直、夜勤・交代制勤務など厳しい勤務環境にある医師や

看護師等が健康で安心して働くことができる環境整備が必

要である。 

アウトカム指標：健康で安心して働くことのできる医療勤

務環境の確保 

事業の内容（当初計画） 医療勤務環境改善支援センターを設置し、各医療機関の自

主的な取組を促進するため、地域の関係団体などと連携し、

医療従事者の環境改善に関する相談対応、必要な情報の提

供、助言その他援助、調査及び啓発活動等の支援を実施す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療機関が行う勤務環境改善等の取組みを効率的に支援す

るため、医療勤務環境改善支援支援センターの業務につい

て関係団体と情報共有する連絡協議会を１回以上開催 

アウトプット指標（達成

値） 

連絡協議会の開催（１回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（１）事業の有効性 

連絡協議会を開催することにより、地域の関係団体と連携

し、総合的・専門的な医療機関の勤務環境改善に向けた取組

を支援する体制を構築した。 

（２）事業の効率性 

地域の関係団体と連携し、効率的な支援を実施することが

できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３５】病院内保育所運営費補助事業 【総事業費】 

264,639 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の離職理由の１つとして、子育てが挙げられてお

り、子育て支援による離職防止・ひいては看護職員の安定的

な確保が課題となっている。 

アウトカム指標：県内看護職員の増加 

  

事業の内容（当初計画） 看護師や女性医師の離職防止、就業支援策として、病院内保

育所の運営費の補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所の運営支援による医療従事者の就業促進  

事業実施施設１３施設 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所の運営支援による医療従事者の就業促進  

＜平成２７年度＞ 

事業実施施設１４施設 

＜平成３０年度＞ 

事業実施施設１５施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

＜平成２７年度＞ 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

＜平成３０年度＞ 

・県内看護職員数（衛生行政報告例）16,380人（H30年末） 

（１）事業の有効性 

県内の医療施設に勤務する医療従事者のために、保育所

を運営する医療機関に対し運営費を補助することにより、

医療従事者の離職防止及び再就業を促進し、医療従事者の

充足及び確保につながった。 

 

（２）事業の効率性 

県内各地の医療機関に補助を実施し、看護職員の地域偏

在の解消に寄与した点で効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３６】病院内保育所整備事業 【総事業費】 

32,658 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員等が不足している中、看護職員等を確保するため

離職防止、就業支援策が必要である。 

アウトカム指標：県内看護職員の増加 

  

事業の内容（当初計画） 看護師や女性医師の離職防止、就業支援策として、病院内保

育所の施設整備に対し補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所の整備による女性医師、看護職員の離職防止

及び就業促進 

県内病院内保育所整備数 ２か所 

アウトプット指標（達成

値） 

県内病院内保育所を２か所整備 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内の看護職員数は 2年に 1回調査しており、今年 12月現

在で調査予定（平成 26年 12月現在 15,614人） 

（１）事業の有効性 

病院内保育所が整備されることで、女性医師、看護職員の

離職防止や定着支援につながった。 

 

（２）事業の効率性 

病院内に整備することで、子育てしながら働き続けるこ

とができる環境が整い、女性医師、看護職員の離職防止や定

着支援、就業促進が一層図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３７】大学病院業務改善推進事業 【総事業費】 

30,761 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川大学 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

大学病院では、患者が集中し、勤務医の過重労働が問題にな

っており、勤務医の負担の軽減を図る体制を整備する必要

がある。 

アウトカム指標：勤務医の事務作業の軽減 

事業の内容（当初計画） 大学病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に対する体制

を確保することを目的に、医師、医療関係職員、事務職員等

との間での業務の役割分担を推進し、医師の事務作業を補

助する専従者（医師事務作業補助者）を配置するための体制

整備を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医師の事務作業を補助する専従者（医師事務作業補助者）の

１８名の支援を行う。 

アウトプット指標（達成

値） 

月あたり１８名の専従者（医師事務作業補助者）を配置する

体制の構築ができ、病院勤務医の負担を軽減できた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 

（１）事業の有効性 

大学病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に対する体

制を確保することを目的に、医師、医療関係職員、事務職員

等との間での業務の役割分担を推進し、医師の事務作業を

補助する専従者（医師事務作業補助者）を配置できた。 

（２）事業の効率性 

医療事務作業補助者を雇用することにより、関係職種間

の役割分担を推進し、大学病院勤務医の過酷な業務負担を

軽減し、医師が本来の医療業務に専念できる環境を整える

ことで、医療の安全や質の向上と大学病院の機能強化が図

られる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３８】小児救急医療支援事業 【総事業費】 

20,023 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 市町（二次医療圏） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

夜間・休日における小児救急医療体制を確保するために、各

地域において小児救急患者の受入体制を整備することが必

要である。 

アウトカム指標：夜間・休日における小児救急対応医療機関

の確保 

事業の内容（当初計画） 夜間等における小児科医救急医療体制を確保するために、

地域において夜間等の小児救急患者の受入体制を整備運営

している機関に対して、運営経費の助成を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

夜間・休日等における小児救急医療体制の確保（大川医療

圏：夜間３６６日、小豆医療圏：休日１１日・オンコール３

５日、三豊医療圏：夜間３６６日） 

アウトプット指標（達成

値） 

夜間・休日等における小児救急医療体制の確保（大川医療

圏：夜間３６６日、小豆医療圏：休日１１日・オンコール３

５日、三豊医療圏：夜間３６６日） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

夜間・休日における小児救急対応医療機関の確保 

（１）事業の有効性 

夜間に小児科を標榜する病院等が共同利用型方式により

小児患者を受け入れることで、各地域において夜間・休日等

における小児救急医療体制が確保される。 

（２）事業の効率性 

小児科医が不足している中、夜間・休日等において病院等

が共同利用型方式により小児患者を受け入れることで、小

児救急医の負担軽減が図られる。 

その他  

 

  



   

50 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３９】小児向け夜間救急電話相談事業 【総事業費】 

14,419 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機関の診療時間外である夜間から早朝における、小児

の急病等に対するホームケアや医療機関案内を行う窓口の

運営が必要である。 

アウトカム指標：夜間から早朝における小児の適切な救急

医療機関受診の普及。 

事業の内容（当初計画） 夜間における小児向けの救急電話サービス事業を実施し、

看護師等が電話で相談、助言を行うことで県民への安心を

もたらすとともに、救急医療機関の医師等の負担軽減を図

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

夜間における小児向け救急電話サービス事業の実施（年間

相談件数１２，５００件、受診回避率９０％） 

アウトプット指標（達成

値） 

夜間における小児向け救急電話サービス事業の実施（年間

相談件数１３，１８９件、受診回避率７２％） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

夜間から早朝における小児の適切な医療機関受診の普及。 

（１）事業の有効性 

夜間の小児救急患者について、看護師等が保護者等相談

者に対し電話にて相談、助言する体制を整備することによ

り、県民への安心をもたらすとともに、救急医療機関の医師

等の負担軽減に寄与している。 

（２）事業の効率性 

年々相談件数が増加傾向にあり、また、相談の約 7 割が

助言指導等救急病院受診以外の対応で解決していることか

ら、夜間の救急病院受診の抑制の効果が高まってきている

と考えられる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４０】後方支援搬送体制整備事業 【総事業費】 

1,931 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

救命救急センターの効率的な運用のため、症状の安定した

患者は早急に後方支援医療機関等へ転院搬送することが必

要である。 

アウトカム指標： 

救命救急センターの回転率の向上 

事業の内容（当初計画） 救命救急センターにおいて、受け入れ後、症状が安定した患

者の後方支援医療機関等への円滑な救急搬送体制を確保す

るため、搬送費用にかかる経費を助成する。これにより、救

命救急センターで従事する医師の負担軽減を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

救命救急センターにおける救急医療スタッフの負担軽減

（救命救急センター２か所において、合計５０件の後方搬

送支援） 

アウトプット指標（達成

値） 

救命救急センターにおける救急医療スタッフの負担軽減

（救命救急センター２か所において、合計２１４件の後方

搬送支援） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

救命救急センターの回転率の向上 

（１）事業の有効性 

救命救急センターにおいて、受け入れ後、症状が安定した

患者の後方支援医療機関等への円滑な救急搬送体制が確保

されることで、救命救急センターで従事する医師の負担軽

減が図られた。 

（２）事業の効率性 

救命救急センターから後方支援医療機関等へ円滑に患者

の転院搬送がされることで、救命救急センターの病床稼働

率が改善され、第二次医療機関で対応困難な重症患者等の

受け入れ体制の確保にも繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４１】離島救急患者搬送支援事業 【総事業費】 

1,169 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

定期航路の運航時間外で離島住民が急病になった際にも、

医療サービスが提供できる体制を確保する必要があり、そ

のような場合に本土の医療機関を利用するための患者搬送

手段を確保することが課題である。 

アウトカム指標：定期航路時間外の離島住民の救急搬送手

段の確保  

事業の内容（当初計画） 定期航路運行時間外に離島住民が救急で利用する海上タク

シー等の利用料の一部を助成することで、離島住民が本島

の救急医療機関を利用しやすくなり、不足する離島の救急

医師等の負担軽減を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

定期航路が運行しない夜間における離島住民が利用する救

急搬送手段の確保 

アウトプット指標（達成

値） 

定期航路が運行しない夜間における離島住民が利用する救

急搬送手段を確保した。（搬送件数１２２件） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

離島住民の本島救急医療機関の利用を促進し、離島の救急

医師等の負担軽減を図ることができた。 

（１）事業の有効性 

県内の離島における救急患者の搬送手段が確保されると

ともに地域住民の負担軽減にもつながった。 

 

（２）事業の効率性 

離島の救急患者に対する素早い救急対応が可能になり、

島民の安全・安心につながった。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４２】精神科救急拠点病院体制整備事

業 

【総事業費】 

21,404 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 県立丸亀病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の精神科救急医療は、精神科救急医療体制整備事業（国

庫補助）を活用した輪番制などで対応しているが、近年以下

の問題点から輪番制の対応に支障が生じており、対応策が

求められている。 

①精神科病院（特に総合病院の精神科）の閉床や休床によ

り、病床利用率が高い水準で推移し、救急のための空床

確保が困難になっている。 

②処遇困難者（過去に病院で問題を起こした者など）の受

け入れ先が確保できない場合がある。 

アウトカム指標： 

全県一区の精神科救急拠点病院を指定し 24時間 365日体制

で空床を確保することで、処遇困難者や輪番で対応できな

かった患者の最終的な受け入れ体制を構築する。 

事業の内容（当初計画） 地域の精神科救急医の負担を軽減するため、県立丸亀病院

の既存病床の一部を空床として確保し、「処遇が困難な患者

や地域の救急輪番病院では対応できないような患者を受け

入れるための精神救急医療体制」を構築する。 

この体制に必要な医師等の確保及び運営に必要な経費に対

し、支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

精神科救急患者の受入病床数 １病床 → ３病床 

アウトプット指標（達成

値） 

精神科救急患者の空床確保日数：３６６日 

精神科救急患者の受入病床数 １病床 → ３病床 

外来診断件数：１８件 

入院件数  ：１１件  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

本事業を継続して実施し、処遇困難者や輪番で対応できな

かった患者の最終的な受け入れ体制を確保する。 

（１）事業の有効性 

かかりつけ医、最寄りの病院、輪番病院で対応が困難な場
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合、本人家族、保健所、警察等から、入院要請があったとき

に、精神科救急拠点病院(県立丸亀病院)が最終的に受け入れ

することにより、精神科救急に従事する医師等の負担が軽

減された。 

 

（２）事業の効率性 

最終的な受入先が確保されていることによって、患者に

対する素早い救急医療対応と、受入先の調整のための時間

短縮が実現するとともに、輪番病院の過重な受入負担の軽

減につながった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４３】かがわ遠隔医療ネットワーク

（K-MIX）読影医支援事業 

【総事業費】 

4,542 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病巣の早期発見には高度な知識と経験を持つ読影医による

診断が効果的だが、読影支援を主な機能とする K-MIX にお

いて読影医が不足しており、その確保、増加が求められてい

る。 

アウトカム指標：読影医の増加による医療連携体制の安定

化 

  

事業の内容（当初計画） 読影医確保のため、読影医に対して、読影料を支給する。 

読影医に対する研修費及び医師会による読影研修会開催経

費の補助を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

読影件数約３，５００件 → 約７，０００件 

 

アウトプット指標（達成

値） 

読影件数 ３，１６０件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：読影医の増加によ

る医療連携体制の安定化 

 

（１）事業の有効性 

読影医への支援により、K-MIX 読影機能を支援する読影

医の増加が期待できる。それにより、安定的な K-MIX の運

用が図られることで、遠隔医療の基盤を整備する。 

（２）事業の効率性 

読影依頼を希望する医療機関と支援側医療機関のマッチ

ングを図ることにより、効率的な読影支援が行える。 

 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.1】 

香川県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

－千円 

事業の対象となる区域 大川区域・小豆区域・高松区域・中讃区域・三豊区域 

事業の実施主体 香川県、さぬ・き市、小豆島町、高松市、坂出市、善通寺市、

観音寺市、土庄町、丸亀市 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～令和 5年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設の定員総数 

・地域密着型介護老人福祉施設 266人 

・認知症高齢者グループホーム 1,813人 

・小規模多機能型居宅介護事業所 46カ所 

・定期巡回・随時対応型居宅介護事業所 7カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 5カ所 

・認知症対応型デイサービスセンター 46カ所 

・介護予防拠点 4カ所 

・訪問看護ステーションの大規模化 2カ所 

Ｈ27年度補正分を活用し、平成 30年度に実施する事業 

・認知症高齢者グループホーム 1,930人 

H27年度補正分を活用し、令和元年度に実施する事業 

・地域密着型介護老人福祉施設 373床（14カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 10カ所 

H27年度補正分を活用し、令和 2年度に実施する事業 

・介護付きホーム（定員 29人以下）112床（5カ所） 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行

う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム 29 床（1 カ所） 

 認知症高齢者グループホーム 18 床（1 カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所 47人／月分（2カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業

所 

29人／月分（1カ所） 

 認知症対応型デイサービスセンター 24 人／月分(2 カ所) 

 介護予防拠点               2 カ所 
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 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支 

援を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に 

対して支援を行う。 

 

○在宅・施設サービスの整備の加速化分 

 ①H27 年度補正分を活用し、地域密着型サービス施設等

の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 看護小規模多機能型居宅介護

事業所 
24 人／月分(1 所) 

 小規模多機能型居宅介護事業

所 
29 人／月分(1 所) 

認知症高齢者グループホーム 45 床(3 カ所) 

地域密着型介護老人福祉施設及

び併設されるショートステイ 

78 床（2 カ所） 

※78 床の内、20

床は令和元年度計

画分、42 床は平成

30 年度計画分にて

整備。 

②H27 年度補正分を活用し、介護施設等の開設・設置に必

要な準備経費に対して支援を行う。 

③－ 

④介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤

務する職員の利用する宿舎整備の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サー

ビス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に

応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

・地域密着型介護老人福祉施設の増 237 床（9 カ所） →

266 床（10 カ所） 

・認知症高齢者グループホームの増 1,795 床（104 カ所） 

→ 1,813 床（105 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所の増 1,051 人／月分（43

カ所）→ 1,183 人／月分（46 カ所）※登録定員数 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業の増 5 カ所 → 

7 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所の増 75 人／月分（3

カ所）→ 132 人／月分（5 カ所）※登録定員数 

・認知症対応型デイサービスセンターの増 427 人／月分
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（42 カ所） → 475 人／月分（46 カ所） 

・介護予防拠点の増 2 カ所 → 4 カ所 

・訪問看護ステーションの大規模化に伴う、職員数の増加  

 等に対する支援を行う。 

 ・特別養護老人ホーム利用者のプライバシー保護の向上の

ための改修 32 床 

※平成 28、29 年度基金を合わせて活用。 

 H27 年度補正分を活用し、平成 30 年度に実施する事業 

 ※一部令和元年度に完成したものを含む 

・認知症高齢者グループホーム 1,903 床（110 床）→1930 

 床（112 カ所） 

H27 年度補正分を活用し、令和元年度に実施する事業 

※一部令和 2 年度に完成したものを含む。 

・地域密着型介護老人福祉施設 315 床（12 カ所）→373

床（14 カ所） 

 ※58 床の内、42 床は平成 30 年度計画分にて整備。 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 8 カ所→ 10

カ所 

・介護老人保健施設（定員 30 人以上）3,816 床（51 カ所）

→3,836 床（51 カ所） 

H27 年度補正分を活用し、令和 2 年度に実施する事業 

※一部令和 3 年度に完成したものを含む 

・認知症高齢者グループホーム改築 2 カ所 

・介護老人福祉施設改築 1 カ所 

・介護付きホーム（定員 30 人以上）1534 床（35 カ所）→

1574 床（36 カ所） 

・介護付きホーム（定員 29 人以下）92 床（4 カ所）→112

床（5 カ所） 

・介護職員等の宿舎施設整備 8 カ所 

・介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボッ

ト・ICT の導入支援 4 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成２７年度） 

・認知症対応型デイサービスセンターの増 427 人／月分

（42 カ所） → 436 人／月分（44 カ所）  

※なお、認知症対応型デ―サービスセンター2 カ所（9 人/

月分）は、共用型のため、施設整備等への支援を要しなかっ

た。 

その他、介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対す

る支援として、特別養護老人ホーム（定員 30名以上）30床

の増床に伴う必要な準備経費に対する支援を行った。 
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（平成２８年度） 

※一部平成２９年度に完成したものを含む。 

・地域密着型介護老人福祉施設の増 237 床（9 カ所） →

295 床（11 カ所）※うち 1 カ所、H27 基金（開設補助は

H28 基金）を活用し、整備 

・認知症高齢者グループホームの増 1,795 床（104 カ所） 

→ 1,867 床（108 カ所）※うち 1 カ所、H2７基金を活用

し、整備 

・小規模多機能型居宅介護事業所の増 1,051 人／月分（43

カ所）→ 1,154 人／月分（45 カ所）（※登録定員数）※う

ち 2 カ所、H27 基金を活用し、整備 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業の増 5カ所 → 

6 カ所※うち 1 カ所、H27 基金（開設補助のみ）を活用

し、整備 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所の増 75 人／月分（3

カ所）→ 97 人／月分（4 カ所）※登録定員数※うち 1 カ

所、H27 基金を活用し、整備 

・認知症対応型デイサービスセンターの増 427 人／月分

（42 カ所） → 472 人／月分（46 カ所）※うち 1 カ所、

H27 基金を活用し、整備 

・介護予防拠点の増 2 カ所 → 4 カ所※うち 2 カ所、

H27 基金を活用し、整備 

その他、介護療養型医療施設の介護老人保健施設への転換

（1施設）に対する支援を行った。 

（平成２９年度） 

 ※一部平成３０年度に完成したものを含む。 

・小規模多機能型居宅介護事業所の増 1,051 人／月分（43

カ所）→ 1,195 人／月分（46 カ所）（※登録定員数）※う

ち 1 カ所、H27 年度補正分を活用し、整備 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の増 5 カ所 

→ 7 カ所※うち 1 カ所、H27 基金（開設補助のみ）を

活用し、整備。うち 1 カ所、H27 年度補正分（開設補助

のみ）を活用し、整備 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所の増 75 人／月分（3

カ所）→ 121 人／月分（5 カ所）※登録定員数※うち 1 カ

所、H27 年度補正分を活用し、整備 

その他、介護老人保健施設の増床に対する支援を行った。 

（平成３０年度） 

 ※一部令和元年度に完成したものを含む。 

・認知症高齢者グループホーム 1,903床（110床）→1930 

 床（112カ所）※H27補を活用し整備 

（令和元年度） 

 ※一部令和２年度に完成したものを含む。 
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・地域密着型介護老人福祉施設の増：315 床（12 カ所）→

373床（14カ所）※平成 27補、30、令和元年度基金を合

わせて活用。 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 8カ所→ 10

カ所※H27補を活用し整備 

・介護老人保健施設（定員 30人以上）3,816床（51カ所）

→3,836床（51カ所）※H27補を活用し整備 

（令和２年度） 

・特別養護老人ホーム利用者のプライバシー保護の向上

のための改修 32床※平成 27、28、29年度分と合わせて

実施。 

・介護付きホーム（定員 30 人以上）1534 床（35 カ所）→

1574床（36カ所）※H27補を活用し整備 

・介護付きホーム（定員 29 人以下）92 床（4 カ所）→112

床（5カ所）※H27補を活用し整備 

・介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボッ

ト・ICTの導入支援 2カ所※H27補を活用し整備 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

地域密着型サービス施設の定員総数 4,241人（その他定員

に含まない施設：定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

数 10カ所） 

（１）事業の有効性 

 特別養護老人ホーム等の増床に必要な初度経費に対する

支援を行うことにより、開設時から安定した、質の高いサー

ビスを提供するための体制や環境の整備が図られている。 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一

定の共通認識のもとで施設整備を行い、調達の効率化が図

られている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【NO.1】 

介護人材マッチング機能強化事業（協議会

設置） 

【総事業費】 

30 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

関係機関・団体など介護業界全体で効果的な人材確保対策を

検討することが必要である。 

アウトカム指標： 

関係機関・団体とネットワークを構築し、連携・協働の機運

を醸成。 

事業の内容（当初計画） 香川県福祉人材確保推進連絡会の１部会として「介護部会

（仮称）」を新たに設置し、介護人材確保等に向けた取組み

の計画立案、円滑な事業実施に向けた支援、進捗状況の管理

等を行い、施策を着実に実現するため、関係機関との連携・

協働の推進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

年２回程度 

アウトプット指標（達成

値） 

１回開催（平成 28年 3月 24日開催） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

関係機関・団体とネットワークを構築し、連携・協働の機運

を醸成。 

（１）事業の有効性 

関係機関・団体など介護業界全体で人材確保に向けた効果的

な対策を検討した。 

（２）事業の効率性 

それぞれの団体が独自で対策を検討するのではなく、相互の

事業内容等の情報共有・意見交換を行い、効率的な施策検討

ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成に取り組む事業所の認証評価制度実施

事業 

事業名 【NO.2】 

人材育成に係る優良事業所認証評価制度準

備事業 

【総事業費】 

        0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護事業者の人材育成の取組みの「見える化」を図り、業界

全体のレベルアップと介護職を志す者の参入・定着を促進

する。 

アウトカム指標：業界全体の人材育成の取組みのレベルア

ップと介護職への参入・定着 

事業の内容（当初計画） 介護職員の育成に積極的かつ効果的に取り組む事業所を評

価し、優良事業所として認証する制度について、検討する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

数値目標なし 

アウトプット指標（達成

値） 

 － 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 － 

（１）事業の有効性 

 － 

その他 事業の必要性や効果について、関係団体等と検討中。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 （小項目）地域住

民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

事業名 【NO.3】 

小中学生への「福祉のとびら」開催事業 

【総事業費】 

1,911 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県介護福祉士養成校連絡協議会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小・中学生や保護者に福祉や介護の仕事について学んでも

らい、若年層からの福祉・介護職への正しい理解及び将来の

進路の選択肢として認識を促す。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進          

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成校の教員が県内の小中学校を訪問し、生徒

や保護者を対象に介護の仕事や高齢者についての研修（講

演や介護体験など）を行う。養成校の教員リストを作り、学

校の希望内容に応じた講師を派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内小中学校 12校程度を訪問 

アウトプット指標（達成

値） 

小学校７校、中学校 1 校を訪問し、小学生４１６人、中学

生１９３人が参加した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

体験授業後のアンケート結果では、８割の児童・生徒が楽し

く興味深い授業だったと回答しており、介護に関心を持つ

良い機会となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.4】 

介護福祉士による介護実技講習会開催事業 

【総事業費】 

545 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県介護福祉士会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

安心・安全で、自立支援を目指した高い介護技術を一般県民

に伝えることにより、介護に対する理解を深めるとともに、

より多くの人に介護の仕事を知る機会を提供し、将来、介護

の仕事に就くきっかけとする。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 香川県介護福祉士会会員が年間４回の介護実技講習会を開

催し、広く地域住民に自立支援を目指した介護実技を指導

する。実技とともに高齢者とのコミュニケーション技術も

学ぶ。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護実技講習会を年間４回開催（参加者数２００人） 

アウトプット指標（達成

値） 

介護実技講習会を年間８回開催した。（参加者３５０人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

・参加者に対して、高齢社会や介護への理解促進と家族や

自分自身が要介護状態になった時のよりよい対応や介助を

学ぶ機会となった。        

・事業全般を通して、高齢者や障害者への理解促進と権利

擁護の理念及び介護福祉士の仕事に対する理解が深まっ

た。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.5】 

新人介護職員合同入職式開催事業    

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

1,188 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、介護人材の

安定的確保のため、介護職場への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 県内の介護施設等に入職した新人職員の合同入職式を開催

し、職場を超えた仲間づくりによる介護職場への定着を支

援するとともに、若者等の介護業界への参入状況や真摯な

姿勢を広く県民へ周知し、介護の仕事に対する理解を深め

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

入職式出席者数１５０人 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 27年度：入職式出席者数１３０人 

令和２年度：新型コロナウイルスの感染拡大を防止するた

め、中止 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

合同入職式に参加した新入職員同士の交流を図り、介護職

として働く意思の再認識を促した。先輩介護職員とのディ

スカッション等を通して介護の仕事に対するモチベーショ

ンの向上が見られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.6】 

かがわ介護王座決定戦開催事業    

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

3,370 千

円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、介護人材の

安定的確保のため、介護職場への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 県内の介護職員が、課題に基づき介護技術を披露して競い

合う介護技術コンテスト（１チーム３名編成のチーム戦）を

開催することにより、広く県民に優れた介護技術を理解し

てもらうとともに、介護職員の介護技術とモチベーション

の向上を図る 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加チーム数１２（参加職員３６人） 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 27年度：参加チーム数１１（参加職員３３人） 

令和２年度：参加チーム数９（参加職員２７人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

コンテスト参加職員に対して、自らの介護スキルの評価内

容をフィードバックするとともに他の職員の介護スキルを

見学することにより介護技術の向上を図った。コンテスト

を見学した県民に対して、専門職の高い介護技術を広く周

知することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.7】 

介護の魅力写真展開催事業 

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

712 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、介護人材の

安定的確保のため、介護職場への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 県内の介護施設等で働く介護職員と利用者の良い関係が見

える写真展を開催する。県内商業施設等で展示することに

より、広く一般県民の介護の仕事に対する理解を深める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加事業所数１５ 

アウトプット指標（達成

値） 

参加事業所数（展示写真数）１９ 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

介護の現場でやりがいをもって生き生きと働く介護職員

や、高齢者との温かいふれあいの写真を掲載し、広く県民に

対して介護の仕事への正しい理解を促し、イメージ向上を

図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.8】 

介護の仕事魅力発信ＤＶＤ作成事業 

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

1,468 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、介護人材の

安定的確保のため、介護職場への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 中高校生を対象として、県内介護事業所やそこで生き生き

と働く介護職員を紹介する広報媒体（ＤＶＤ）を作製し、介

護の仕事の魅力を発信するとともに、職場体験やインター

ンシップの候補先としての介護職場に対する理解を促進す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内中学校及び高等学校（約 200校）に配布 

アウトプット指標（達成

値） 

県内の全ての中学校及び高等学校に配布（192校） 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

中学高校の授業等でＤＶＤを視聴し、中高生の介護の仕事

への関心や理解を深めることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【NO.9】 

介護の仕事体験講座開催事業 

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

1,141 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、介護人材の

安定的確保のため、介護職場への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） 介護業務に関心を持つ者や介護の仕事の経験がない者等

に、入門的な内容で介護業務を体験してもらい、介護の仕事

への関心・理解を深めるとともに、新規参入を誘導する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加者数 50人 

アウトプット指標（達成

値） 

参加者数 58人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

介護業務に関心を持つ者や介護職の経験がない者等が、入

門的な内容で介護業務を体験することで、介護の仕事への

関心・理解を深めることにつながった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【NO.10】 

「介護の日」等広報啓発事業 

（福祉・介護人材確保緊急支援事業） 

【総事業費】 

10,096 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護の仕事へのマイナスイメージを払拭し、若年層など幅広

い年齢層に対して、介護及び介護の仕事についての理解促進

を図ることが必要である。 

アウトカム指標：介護の仕事に対する理解促進 

事業の内容（当初計画） ・啓発イベント「かがわ介護フェア」の開催及び広報啓発資

材の作成。 

・介護福祉士等の有資格者を中学校・高校等へ派遣して授業

を行う「介護の仕事」出前授業を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域住民に対する新たな「介護ブランド」の情報発信：イ

ベント来場者 4,500人 

・出前授業６校以上実施 

アウトプット指標（達成

値） 

・イベント来場者約 2,700人 

・出前授業８校に９回実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

啓発イベントは一般県民が多く来場するため、介護の仕事に

興味を持っていなかった者に対してＰＲすることができた。 

（２）事業の効率性 

啓発イベントを食育・地産地消のイベント等と同時開催にし

たことで、来場者の増加を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【NO.11】 

児童に対する介護の魅力発信事業 

【総事業費】 

3,427 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護の仕事内容にふさわしい社会的評価を得て、若者等から

選ばれる業界となるよう、介護職の魅力を伝え、介護の仕事

に対する正しい理解を促進する必要がある。 

アウトカム指標：児童に対して介護職への理解促進・イメー

ジ向上を図る。 

事業の内容（当初計画） ・児童を対象として、介護の仕事の魅力を発信する絵本を

制作する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・県内の全小学校に配布する。 

アウトプット指標（達成

値） 

・県内の全小学校及び公立図書館等 215か所に配布 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

小学校 2 年生・3 年生を対象とした絵本を小学校等に配布す

ることにより、児童に介護の仕事の素晴らしさを伝え、興味

を持ってもらうことができた。 

（２）事業の効率性 

大型児童館で、絵本の元となったエピソード提供者に対し、

絵本の贈呈を行うとともに、絵本の読み聞かせによる披露を

行ったことにより、児童だけでなく、来場していた家族等に

も広く介護の仕事の魅力を伝えることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【NO.12】 

介護人材新規参入促進事業 

【総事業費】 

4,982 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護人材が不足する中、人的資源となる元気な高齢者や未就

業の女性などを介護業界へと誘導する仕組みが必要であり、

介護助手として参入を始めることにより、介護の仕事へのハ

ードルを低く設定し、参入を促進する。 

アウトカム指標：身体介助等の技術が必要とされる業務以外

の部分を介護助手が担うことにより、介護福祉士等の資格者

の業務負担を軽減でき、定着を促進する効果が期待できる。 

事業の内容（当初計画） 地域活動等に興味を持ちながら、特に活動していない元気

な高齢者や子育てを終えた未就業の女性など介護職未経験

の地域住民を介護施設へ派遣する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

10人派遣 

アウトプット指標（達成

値） 

8人派遣 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護の仕事に対する理解促進 

（１）事業の有効性 

介護助手の派遣により、介護職員の日常業務の負担軽減につ

ながった。 

（２）事業の効率性 

介護に興味があった者が介護助手として介護現場で働く機

会を持つことにより、介護の仕事に対するハードルが下が

り、2 名が派遣先で直接雇用された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高齢者を対象とした介護の職場

体験事業 

事業名 【NO.13】 

「介護の仕事」職業体験事業 

 

【総事業費】 

748 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 

アウトカム指標：介護従事者の確保 

事業の内容（当初計画） 中学生・高校生に介護施設での職業体験の希望を募り、夏休

み及び春休みに体験研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加者 200 名 

アウトプット指標（達成

値） 

〇令和元年度 

夏休み参加者 126名、春休み参加予定者 149名 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、春休み

の研修は中止 

〇令和２年度 

春休み参加者 60名 

※夏休みにも実施を予定していたが、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止のため中止。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護従事者の確保 

（１）事業の有効性 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、受

入れ人数の制限はあるが、一定数の参加者が確保できてい

る。また、参加者の多くが体験研修終了後に福祉関係の仕事

に好意的な印象を持っており、将来の人材確保に繋がる効果

があった。 

（２）事業の効率性 

 学校の教員や保護者からの問い合わせも多く、福祉の仕事

に対する理解に向けた取り組みができた。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 

事業名 【NO.14】 

介護人材マッチング機能強化事業 

（福祉・介護人材確保安定化事業） 

【総事業費】 

21,747 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

求職者と求人事業所との的確なマッチングのため、各求人事

業所のニーズ調査や、地域の集会所等に出張しての求職相談

に応じることが必要である。 

アウトカム指標：介護従事者の確保 

事業の内容（当初計画） ・キャリア支援専門員による出張相談及び的確な求人情報

の提供。 

・合同就職フェアの開催。 

・職員の定着支援のため、就業して間もない者へのフォロー

アップ相談を実施。 

・職員の定着支援のため、独力で研修を行うことが難しい小

規模事業所等へ講師を派遣し、介護技術の研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・合同就職フェア：県内２箇所程度で開催 

・小規模事業所への講師派遣：10回以上 

アウトプット指標（達成

値） 

〇平成 27年度 

・合同就職フェア：県内２箇所で開催（丸亀 7/25、高松 2/10） 

・小規模事業所への講師派遣：20事業所 38回実施 

〇令和 2年度 

・合同就職フェア：県内２箇所で開催（丸亀 12/22、高松 3/26） 

・小規模事業所への講師派遣：9事業所 9回実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護従事者の確保 

（１）事業の有効性 

県福祉人材センターに委託して実施したが、センターで相談

者を待つだけではなく、より多くの求職・求人ニーズに対応

するため、出張相談を実施することは有効である。 

（２）事業の効率性 
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ハローワークにおいても出張相談を実施したため、ハローワ

ークを訪れた求職者に対して、福祉・介護分野の専門的な求

職相談に応じることができた。 

その他  

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.15】 

介護職員に対する福祉用具活用研修事業 

【総事業費】 

339 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県作業療法士会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の技術向上と、適切な福祉用具を活用することで 

現場の介護負担を軽減する。 

アウトカム指標：介護職員の資質の向上            

事業の内容（当初計画） 介護職員を対象として、介護技術の基本知識とともに、福祉

用具の適切な使用方法や対象となる疾患、さらに認知症患者

に対する接し方等の研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

年間２回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

年間２回開催し４６人が参加した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質の向上 

（１）事業の有効性 

福祉用具をより効果的に使用する実技の研修であり、参加し

た介護職員がすぐに現場で実践できる内容であったため、介

護職員の資質向上に役立った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.16】 

看取り・認知症ケアの質向上事業 

【総事業費】 

939 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県看護協会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護施設内での看取りの増加が見込まれることから、施設の

看護師に、体系的な看取り研修を実施し、施設で看取る体制

を強化する必要がある。また、認知症の利用者が増加してい

ることから、認知症に係る先進的な取組みや知識について、

更なる習得を促進し、認知症ケアの底上げを図る必要があ

る。 

アウトカム指標：介護施設の看護師や保健師の資質向上 

事業の内容（当初計画） ①看取りケア、グリーフケアの研修 

介護施設の看護師を対象に、看取りケアの知識や技術、実践

効果について研修し、看取り体制の強化を行う。 

②認知症ケアの研修 

介護施設の看護師や保健師を対象に、認知症ケアの知識・ス

キルの更なる底上げを図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

年間６日開催 

アウトプット指標（達成

値） 

年間６日開催し、合計３１４人が参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護施設の看護師や保健師の資質向上 

（１）事業の有効性 

看取り研修では、参加者アンケート結果より「高齢者の終末

期への関わり方を学んだ」、「本人の意思を尊重した関わりを

していきたい」との前向きな感想が得られた。 

認知症ケアスペシャリスト養成研修については、施設内の他

職種の職員に認知症の正しい知識を伝える契機になった。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.17】 

介護支援専門員等口腔ケア研修支援事業 

【総事業費】 

1,000 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県歯科医師会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護

職員の資質向上が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容（当初計画） 介護支援専門員や介護職員を対象に、口腔ケアに関する研

修を行い、口腔ケア知識の普及・啓発と職員の資質向上を図

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

年間３回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

年間３回開催し１９８人が参加。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

介護支援専門員や介護職員等の口腔ケアに関する知識・技

術のレベルアップを図った。さらに、認知症高齢者に係る口

腔ケア等の基礎的知識の普及を図り、認知症高齢者への対

応能力を向上させた。 

その他  
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事業の区分 ５ 介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.18】 

介護支援専門員実務従者基礎研修事業 

【総事業費】 

1,488 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

実務研修修了後、業務遂行する新任期の介護支援専門員に

対して、不安や課題等への支援は必要である。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上 

事業の内容（当初計画） 業務従事後１年未満の新任期の介護支援専門員を対象に、

ケアマネジメントプロセスやケアプラン作成等の技術を習

得する研修を実施する。（法定研修であり、国実施要綱に基

づき実施。）  

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者１００人 

研修に対する自己評価（目標の設定と達成度）を計る。 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者 １０６人 

自己目標設定：１００％ 

目標の達成度：７７％ 達成～概ね達成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護支援専門員の資質の向上 

（１）事業の有効性 

新任期の介護支援専門員の課題や悩みを解決するための研

修を実施し、知識やモチベーションの向上を図った。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No.19】 

主任介護支援専門員の資質向上事業 

【総事業費】 

50 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

主任介護支援専門員研修修了後のスキルアップは、現状で

は本人任せとなっており、主任介護支援専門員として地域

での役割を果たすためには、関係機関や多職種等との地域

でのネットワークづくりや資質向上の強化が必要である。 

アウトカム指標： 

地域におけるネットワークの構築、活動の活発化 

事業の内容（当初計画） ・５圏域の主任介護支援専門員の連携体制の構築 

・地域における課題等について、共通認識と改善策の検討 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域における連絡勉強会の実施 

 

アウトプット指標（達成

値） 

県下４地域で主任介護支援専門員の連絡勉強会を開催し、

今後の活動内容を検討し活動計画を作成した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

地域における主任介護支援専門員の活動（役割やスキルア

ップに関する検討と実践）の活発化 

（１）事業の有効性 

地域ごとに主任介護支援専門員がネットワークを構築し

て、その役割を果たすための必要なスキルアップ等を検討

し、目標や計画等を積極的に検討し、計画に沿って実施する

ことができている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.20】 

新人介護職員研修開催事業 

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

3,655 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容（当初計画） 合同入職式から引き続き新人介護職員対象の研修を実施す

る。介護技術や医療知識、コミュニケーション能力向上など

複数回の研修をシリーズで実施し、スキルとモチベーショ

ンの向上及び介護職員間の横のつながりを醸成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

出席者数 150人 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 27年度：出席者数延べ人数 491人 

令和２年度：出席者延べ人数 416人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

新人介護職員に必要なコミュニケーション能力や介護技

術、医療知識等の知識や技術を伝達するとともに、介護職員

相互の交流により横のつながりを醸成した。 

その他  

 

  



   

83 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.21】 

２年目介護職員同窓会開催事業 

（介護人材確保等支援事業） 

【総事業費】 

309 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容（当初計画） 前年度の新人研修等に参加した介護職員を対象に、意見交

換会や研修を実施し、エルダー等を担う人材を育成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

入職２年目程度の介護職員１５０人 

アウトプット指標（達成

値） 

参加者数２９人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

入職２年目程度の新任期の介護職員が抱えている悩みや課

題等の解決に向けて研修や意見交換を実施することによ

り、資質の向上を図るとともに、参加者間の交流を促すこと

ができた。 

その他  

 

  



   

84 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.22】 

喀痰吸引等研修事業 

【総事業費】 

26,584 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

特別養護老人ホーム等施設及び居宅において、たんの吸引等の行為

を適切に行うことができる介護職員等を養成するとともに、介護職

員が医療行為を安全かつ適切に実施することができる体制づくりを

進める。 

アウトカム指標： 

適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等の養

成。 

事業の内容（当初計画） 介護職員等による喀痰吸引研修等の医療行為を安全に提供

するため、喀痰吸引等の知識や技術の研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修 160名   指導者研修 200名 

施設長研修  120名   看護師研修 120名 

介護職員研修  50名   指導者講習  10名 

＜実施件数＞ 訪問指導   30件 

 

アウトプット指標（達成

値） 

○平成 27年度 

＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修  56名   指導者研修  33名 

施設長研修   65名   看護師研修  88名 

介護職員研修  41名   指導者講習  10名 

＜実施件数＞ 訪問指導   30件 

 

○平成 29年度 
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＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修  48名   指導者講習  2名 

施設長研修   58名   看護師研修  63名 

介護職員研修  18名    

＜実施件数＞ 訪問指導   27件 

 

○平成 30年度 

＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修  67名   指導者講習  7名 

施設長研修   53名   看護師研修  43名 

介護職員研修  35名   

＜実施件数＞ 訪問指導   17件 

 

○令和元年度 

＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修 40 名   指導者講習 2 名 

施設長研修  44 

名   看護師研修  60名 

介護職員研修  31名   

＜実施件数＞ 訪問指導  22 件 

 

○令和２年度 

＜修了者（参加者）数＞ 

介護職員研修  10名  指導者講習 4名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の医療行為に関する知識や技術の向上を図るとと

もに、介護施設等における医療行為を安全かつ適切に実施

できる体制づくりを推進する。 

（１）事業の有効性 

介護職員を対象とした喀痰吸引等研修（第 3号研修）、指導

看護師の養成研修を行うとともに、登録研修機関が実施す

る当該研修の実施及び修得程度の審査を公正かつ適正に行

うために、香川県喀痰吸引等研修（第 3 号研修）実施委員

会を開催した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.23】 

介護人材キャリアパス支援事業 

（福祉・介護人材確保緊急支援事業） 

【総事業費】 

3,179 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川健康福祉機構、尽誠学園 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の適切なキャリアパス及びスキルアップを促進す

るとともに、安定的な定着を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

施設・事業所の中核となる職員の育成  

事業の内容（当初計画） 施設職員等を対象に、就労年数や職域階層に応じた知識・技

術を習得するための研修を実施する団体に対する補助。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

－ 

アウトプット指標（達成

値） 

補助事業を活用した団体：２団体（平成 27年度） 

補助事業を活用した団体：１団体（令和元年度） 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

施設・事業所の中核となる職員の育成 

（１）事業の有効性 

現任介護職員等のキャリアパス及びスキルアップを目的と

した研修を実施することで、施設や事業所の中核となる職員

の育成を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

補助事業として実施することで、介護福祉士国家試験対策や

スキルアップの研修、基礎的な知識を再確認するための研修

など、多様な内容で開催することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【NO.24】 

介護キャリア段位制度普及促進に係るアセ

ッサー講習受講支援事業 

【総事業費】 

320 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上  

事業の内容（当初計画） 介護施設等がキャリア段位制度を導入するため、一定の経

験実績がある介護職員にアセッサー（評価者）講習を受講さ

せる場合に、その受講料に対して助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アセッサーを 30人養成し、キャリア段位制度の導入を促す。 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 27年度：アセッサー講習受講者のうち 12人に助成 

令和２年度：アセッサー講習受講者のうち５人に助成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

アセッサーを養成することにより、介護職場へのキャリア

段位制度の導入を促進した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No. 25】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 

2,774 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新任期の介護支援専門員の業務等を地域で支援する体制の

構築と、支援する立場の主任介護支援専門員がその役割を

十分に自覚して知識やスキルの向上を図る必要ある。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質の向上 

事業の内容（当初計画） 介護支援専門員の資質向上のため、主任介護支援専門員等

が介護支援専門員に同行して実地指導・支援を行い、利用者

に最適なマネジメントができるよう、アドバイス等を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

モデル事業として、事前研修を開催する。 

主任介護支援専門員フォローアップ研修会において人材育

成の役割を確認する。 

【令和 2年度】 

居宅介護支援の特定事業所加算の算定事業所数 

令和 2年度：103事業所（令和元年度 98事業所） 

自立支援を考える事ができる介護支援専門員対象の研修参

加者の増加（令和元年度：延 501名） 

・法定研修指導者の確保（10名程度増加） 

・5 地域における主任介護支援専門員連絡勉強会等への参

加者の増加及び地域における課題を見据えた企画ができる

（令和元年度：全 9回、延 529名） 

アウトプット指標（達成

値） 

坂出地域において、事前研修（モデル事業）を実施。 

（新任期介護支援専門員とアドバイザーの５組 10 人が参

加。） 

主任介護支援専門員フォローアップ研修会参加者 201人 

【令和 2年度】 

居宅介護支援の特定事業所加算の算定事業所数 
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令和 2年度：100事業所（令和元年度 98事業所） 

自立支援を考える事ができる介護支援専門員対象の研修参

加者の増加（令和 2年度：延 458名） 

・法定研修指導者の確保（7名増加） 

・5 地域における主任介護支援専門員連絡勉強会等への参

加者の増加及び地域における課題を見据えた企画ができる

（令和 2年度：全 7回、延 359名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護支援専門員の資質の向上 

（１）事業の有効性 

同行支援の重要性や必要性を、新任期の介護支援専門員及

びアドバイザーである主任介護支援専門員が十分に認識で

きた。主任介護支援専門員は自らのスキルアップの必要性

を実感した。 

【令和 2 年度】 

特定事業所加算算定事業所数は、目標達成まではいかない

が、昨年度よりも増加し、一定の事業効果は得られていると

考えられる。 

研修会への参加者数の減少については、新型コロナウイル

ス感染症の影響から、集合会場の参加者数制限等が要因と

考えられる。 

法定研修指導者の新規養成者数は、目標の 10 名に届かなか

ったため、より積極的な勧誘が必要である。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【NO.26】 

代替要員の確保対策事業 

【総事業費】 

9 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質の向上 

事業の内容（当初計画） 介護職員の資質向上を図るため、現任職員が各種研修を受

講している期間における代替要員の確保に要する経費に対

して助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各種研修の受講を促進し介護職員のレベルアップにつなげ

る。 

代替要員雇用数５０人 

アウトプット指標（達成

値） 

代替要員雇用数延べ２人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質の向上 

（１）事業の有効性 

事業所に対する補助制度として実施したが、最近の雇用情

勢の変化等により、代替要員の確保が困難であったこと、ま

た、事業実施期間が短期間（５か月間）であったことから実

績が伸びなかった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【NO.27】 

実務者研修受講に係る代替職員確保事業 

（福祉・介護人材確保緊急支援事業） 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 代替職員を確保する施設・事業所 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

平成 28 年度から介護福祉士国家試験の受験資格要件となる

実務者研修について、現場職員が受講しやすくなるよう代替

職員の確保に係る人件費補助を実施し、受講促進を図る必要

がある。 

アウトカム指標：介護職員の資質向上 

事業の内容（当初計画） 介護現場既従事者が実務者研修を受講する際に必要となる、

代替職員の人件費に対する補助。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

－ 

アウトプット指標（達成

値） 

補助実績なし 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

実務者研修の受講を支援する必要性はあるが、代替職員の人

件費に対する補助金申請はなかった。 

 

その他   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【NO.28】 

代替職員確保事業 

【総事業費】 

135,678 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２８年７月５日～令和３年３月３１日（予定） 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニ

ーズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を

図る。 

アウトカム指標：介護職員の資質の向上 

事業の内容（当初計画） 介護職員の資質向上を図るため、現任職員が各種研修を受

講している期間における代替要員の確保に要する経費に対

して助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各種研修の受講を促進し介護職員のレベルアップにつなげ

る。 

アウトプット指標（達成

値） 

延べ６７名の各種研修受講につながった。（平成 28年度） 

延べ 149名の各種研修の受講につながった。（平成 29年度） 

延べ 82名の各種研修の受講につながった（平成 30年度） 

延べ 121名の各種研修の受講につながった（令和元年度） 

延べ 129名の各種研修の受講につながった（令和２年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

 代替要員の確保に要する経費に対して助成することによ

り、現任職員の研修受講を促進し、介護職員の資質向上を

図ることができた。 

（２）事業の効率性 

 人材派遣会社に委託して事業を実施することにより、効

率的に代替職員を確保することができた。 

その他 平成２７年度補正予算事業であったため、平成２８年度か

らの事業開始となる。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在的有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【NO.29】 

潜在的有資格者再就業等促進事業 

（福祉・介護人材確保緊急支援事業） 

【総事業費】 

6,474 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護福祉士等の資格を有しながら介護分野で働いていない者が多いた

め、再就職の際の手助けとなる研修会等を開催し、潜在求職者の介護

分野への再就職を促進する必要がある。 

アウトカム指標：介護従事者の確保 

事業の内容（当初計画） ・潜在的有資格者等の再就業促進研修の開催 

・職場体験機会の提供 

・中高生の職業体験研修の実施 

・学生と現役職員の意見交換会の開催 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・再就業促進研修を県内２会場で計１０回開催 

・中高生の職業体験研修を夏休みと春休みの年２回開催 

アウトプット指標（達

成値） 

〇平成 27年度 

・再就業促進研修を県内２会場で計８回開催 延べ 85人参加 

・職場体験：延べ 10人参加、うち２人が就職 

・中高生の職業体験研修を夏休みと春休みの年２回開催 延べ 321人 

・学生と現役職員の意見交換会を県内の４養成施設で開催 

 学生延べ 65人参加 

〇令和２年度 

・再就業促進研修を県内１会場で計３回開催 延べ 38人参加 

・職業体験：延べ 6人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護従事者の確保 

（１）事業の有効性 

事業所独自の職場見学を利用して就職する者も多少いるので、当該研

修参加者数は多くはないが、２割が就職に結びついている。介護福祉

士養成施設の学生を対象とした意見交換会では、入職前に現場の声を
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聴くことで入職後のギャップを軽減することができ、職場への定着に

つながっている。 

（２）事業の効率性 

県福祉人材センターに委託実施しているため、人材センターの他の事

業と連携して効果的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【NO.30】 

市町職員認知症従事者研修事業 

【総事業費】 

1,455 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

新オレンジプランにおいても、早期に認知症の鑑別診断が行われ速や

かに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応体制が構築されるよ

う、認知症初期集中支援チームの設置、認知症地域支援推進員の配置

を推進している。 

アウトカム指標：認知症ケアに携わる人材の育成 

事業の内容（当初計画） 認知症の人とその家族に対する早期診断・早期対応及び支援を行うた

め、各市町に設置する「認知症初期集中支援チーム」のチーム員に対

する研修や、地域の実情に応じて認知症の人やその家族を支援する

「認知症地域支援推進員」に対する研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

各市町に「認知症初期集中支援チーム」「認知症地域支援推進員」を

設置し、地域の実情に応じた支援体制を構築する。 

アウトプット指標（達

成値） 

・７市町に「認知症初期集中支援チーム」を設置 

・１７市町に「認知症地域支援推進員」を１名以上設置 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症ケアに携わる人材の育成  

（１）事業の有効性 

早期に認知症の鑑別診断が行われ、速やかな適切な医療・介護等が受

けられる初期の対応体制ができるようになった。 

（２）事業の効率性 

認知症は早期診断・早期対応が重要であることから、初期の段階で医

療と介護との連携の下に認知症の人やその家族に対して個別の訪問

を行い適切な支援を行う「認知症初期集中支援チーム」や地域の実情

に応じた医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連

携支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う「認知症

地域支援推進員」を配置することで認知症ケアの向上ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【NO.31】 

認知症地域医療支援事業 

【総事業費】 

1,439 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後の高齢化の進行に伴い、これまで以上に認知症の人が増

えることが予測され、高齢化に伴う認知症の人への増加への

対応が課題となっている 

アウトカム指標：認知症ケアに携わる人材の育成 

事業の内容（当初計画） 「かかりつけ医」に対する、適切な認知症診療の知識・技術

や認知症の人とその家族を支える知識と方法を習得するた

めの研修や、かかりつけ医等への助言や支援を行い関係機関

との連携の推進役となる「認知症サポート医」の養成、さら

に、認知症の人が病院を受診した時に適切な治療等が行える

よう、病院勤務の医療従事者向けの認知症対応力向上研修を

行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認知症サポート医 29年度までに 41名養成 

かかりつけ医研修を開催し、かかりつけ医を 29 年度までに

460名養成 

病院勤務の医療従事者向けの認知症対応力向上研修の開催 

アウトプット指標（達

成値） 

・認知症サポート医 ８名養成 

・かかりつけ医研修 １回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症ケアに携わる人材の育成 

（１）事業の有効性 

かかりつけ医への研修・助言をはじめ、認知症に係る地域医

療体制の中核的な役割を担う医師として、認知症サポート医

を養成することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【NO.32】 

認知症患者への対応力向上研修（口腔ケア）

事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

 

事業の実施主体 香川県歯科医師会 

 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症患者の増加により、歯科治療の現場で適切な対応がで

きるよう認知症への理解を深めることが必要である。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステム構築のための人材の養成           

事業の内容（当初計画） 歯科職種を対象に、口腔ケアを必要とする認知症患者への対

応に必要な基礎知識及び対応能力の向上に資するための研

修会を開催する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

年間３回開催 

アウトプット指標（達

成値） 

（事業中止） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（事業中止） 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【NO.33】 

認知症介護指導者フォローアップ研修補助

事業 

【総事業費】 

59 

千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ 終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症介護指導者に最新の認知症介護に関する高度な専門

的知識及び技術を修得させることにより、介護実務者に対す

る研修プログラムの作成方法及び教育技術の向上を図る。 

アウトカム指標： 認知症ケアに携わる人材の育成 

事業の内容（当初計画） 認知症介護実践者研修等の企画・立案と講師を務める認知症

介護指導者が認知症介護指導者フォローアップ研修を受講

するための宿泊費・旅費を助成する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 1名 

アウトプット指標（達

成値） 

認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 1名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症ケアに携わる人材の育成 

 

（１）事業の有効性 

認知症介護指導者の高齢者介護実務者に対する研修プログ

ラムの作成方法及び教育技術が向上した。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【NO.34】 

認知症介護実践者等養成事業 

【総事業費】 

1,190 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症介護指導者に認知症介護に関する専門的知識及び技

術を修得させることにより、高齢者介護実務者に対する研修

プログラムの作成方法及び教育技術の向上を図る。 

また、認知症介護を提供する事業所の管理者等に対し、適切

なサービスの提供に関する知識等を修得させるための研修

を実施することにより、認知症高齢者に対する介護サービス

の充実を図る。 

アウトカム指標： 認知症ケアに携わる人材の育成 

事業の内容（当初計画） 介護職員が適切な認知症介護の知識・技術をもって対応する

ことが重要であるため、認知症介護を提供する事業所の管理

者等を対象にした研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・開設者研修     10名修了  

・管理者研修     70名修了 

・計画作成担当者研修 20名修了 

・フォローアップ研修 1名修了 

アウトプット指標（達

成値） 

・開設者研修     ２名修了 

・管理者研修     70名修了 

・計画作成担当者研修 17名修了 

・フォローアップ研修 1名修了 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症ケアに携わる人材の育成 

（１）事業の有効性 

認知症介護指導者に認知症介護の専門的知識や技術を修得

させ研修の充実を図ることができた。認知症介護を提供する

事業所の管理者等に対し、適切なサービス提供の知識等を修

得させることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【NO.35】 

在宅医療コーディネーター養成研修事業 

【総事業費】 

3,526 千円 

事業の対象となる区

域 

高松圏域（高松市、三木町、直島町） 

事業の実施主体 高松市医師会 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域の在宅医療・介護連携を支援する相談窓口を担う人材養成に取

り組むとともに、市町が在宅医療・介護連携推進事業を円滑に実施

できるように支援を行う。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステム構築に資する人材養成 

事業の内容（当初計

画） 

高松圏域の医療・介護資源を活用し、患者や家族、医療・介護サー

ビス提供者とともに、納得のいく在宅医療・介護サービスを提供で

きる体制づくりのため、地域包括支援センターの機能を補完し、資

源の有機的連携の担い手となるコーディネーターを養成する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

高松市医師会認定在宅医療コーディネーター 30 名養成 

看護師、ケアマネジャー等医療・介護職に、在宅医療・介護連携に

係る研修を実施 

アウトプット指標（達

成値） 

研修会６回開催 

受講者 40名（うち 10 名は在宅医療・介護連携の先進地（松山ベテ

ル病院）を視察した。) 

高松市医師会認定在宅医療コーディネーター 38名養成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケアシステム構築に資する人材養成 

（１）事業の有効性 

当研修事業を実施することで、市町の在宅医療・介護連携コーディ

ネーターに係る理解を深め、平成 30年４月までに市町が在宅医療・

介護連携推進事業を円滑に実施できるように支援した。 

（２）事業の効率性 

高松市医療圏で事業を行うことにより、圏域内の関係機関の連携を

図ることができ、効率的な執行ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【NO.36】 

地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費】 

226 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けた中核的な機関である地域包

括支援センターの機能をより充実させる必要がある。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステム構築のための人材養成 

事業の内容（当初計画） 地域の最前線に立ち、高齢者の総合相談、権利擁護、介護予防のケ

アマネジメント及び地域ケア会議等を通じたケアマネジメント支

援等を業務とし、地域包括ケアシステム構築へ向けた中核的な機

関である地域包括支援センターの体制を強化するため、同センタ

ー職員に対する研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

在宅医療・介護連携の仕組みづくりや、在宅医療・介護連携支援セ

ンターと連携した在宅医療・介護サービス等の一体的提供体制を

構築する。 

認知症初期集中支援チーム、地域ケア会議を実施し、認知症地域

支援推進員、生活支援コーディネーターを配置する。 

アウトプット指標（達

成値） 

・地域包括支援センター職員研修の実施 

・地域包括支援センター職員課題別研修 ９名受講 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステム構

築のための人材養成 

（１）事業の有効性 

介護予防マネジメント、総合相談支援、権利擁護、包括的かつ継続

的ケアマネジメント支援という地域包括支援センターの「４つの

役割」を発揮するために、地域のさまざまな個人・機関をつなぐネ

ットワークを構築し、「地域包括ケアシステム」を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【NO.37】 

生活支援コーディネーター養成研修事業 

【総事業費】 

118 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域において生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向

けたコーディネート役を担う者の養成に取り組むとともに、市町

がコーディネーターを円滑に配置できるように支援を行う。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステム構築のための人材養成 

事業の内容（当初計画） 地域包括ケアシステム構築の基本要素となる生活支援サービスの

体制整備を推進するため、生活支援コーディネーターの養成研修

を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

全市町への生活支援コーディネーターの配置 

国の指導者養成研修に県から受講者を派遣し、この研修を受けた

指導者を活用して、県の研修を実施 

アウトプット指標（達

成値） 

国の指導者養成研修 ３名受講 

研修修了の指導者を活用した研修の実施 受講者 41名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステム構

築のための人材養成 

（１）事業の有効性 

平成 27 年度に３市において生活支援コーディネーターが配置さ

れた。平成 28年度中に７市町において配置が予定されている。 

（２）事業の効率性 

生活支援コーディネーター養成研修の講師となる人材を育成し、

当該人材を活用した市町研修を行うことにより、市町の生活支援

コーディネーターに係る理解と認識を深め、配置に向けた支援を

行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.38】 

市民後見推進事業 

【総事業費】 

1,148 千円 

事業の対象となる区域 中讃圏域 

事業の実施主体 丸亀市 

事業の期間 平２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者等の増加により、地域での権利擁護の必要性が高まって

いる。 

アウトカム指標：権利擁護人材の育成 

事業の内容（当初計画） 認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴う成年後見制度の需要の

増大に対応するため、弁護士などの専門職のみでなく、市民を含めた後

見人（市民後見人）も後見等の業務が担えるよう市民後見人等の養成の

ための研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・後見センター相談件数 ３０件／年 

・市民後見人   ０人→３人 

・法人後見支援員 ３人→６人 

・成年後見センター（市内 1箇所）を設置 

・市民向け普及啓発セミナー開催 １回 

アウトプット指標（達

成値） 

・後見センター相談件数 ３６件／年 

・市民後見人  ２人選任 

・法人後見支援員６人が活動 

・成年後見センター（市内 1箇所）を設置 

・市民向け普及啓発セミナー・シンポジウム ２回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：権利擁護人材の育成 

（１）事業の有効性 

講演会等の開催により、住民の後見制度や市民後見人に対する理解が

進んだ。後見センターが権利擁護に関する相談窓口として明確化され、

地域からの相談が早期に受けられるようになった。 

（２）事業の効率性 

後見センターの設置により、日常生活自立支援事業から成年後見制度

への移行が、切れ目なく一体的に行えるようになった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【NO.39】 

市民後見人養成事業 

【総事業費】 

400 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

支援を必要とする高齢者の権利擁護として、判断能力に応じた切れ目

のない一体的な支援を確保するため、新たな権利擁護の担い手として

地域の人材育成を図る必要がある。 

アウトカム指標：権利擁護人材の育成 

事業の内容（当初計画） 市町における市民後見の取組みを支援するため、県社会福祉協議会等

と連携し、市民後見人養成のための研修を実施するとともに、市民後

見人が円滑に後見等の業務を行うことができるよう、弁護士・司法書

士等の専門職団体と連携し、支援体制の構築を図る。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・市民後見人養成実施市町 ２市町→10市町(H29までに) 

・市民後見人養成研修の実施  ３回 

・成年後見制度基礎講座の実施 １回 

・関係機関ネットワーク会議の開催 １回 

アウトプット指標（達

成値） 

・市民後見人養成実施市町数 ２市町 

・市民後見人養成研修の実施  ３回 

・成年後見制度基礎講座の実施 ３回 

・関係機関ネットワーク会議の開催 １回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：権利擁護人材の育成 

（１）事業の有効性 

市民後見人の活動や市民後見人候補者の養成を通して、県民の権利擁

護に対しての理解が深まった。県全体で養成研修を行うことにより、

市町が取組むきっかけや基盤づくりができた。 

（２）事業の効率性 

市町単独で行うことが難しい養成研修等を県社会福祉協議会が行う

ことにより、市民後見人候補者への支援を効率的に実施することがで

きた。 

その他  



   

106 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度導入支

援事業 

事業名 【NO.40】 

メンター制度導入支援事業     

【総事業費】 

900 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護職

員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着 

事業の内容（当初計画） メンター制度導入に関する研修の実施 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

受講者数 50 名 

アウトプット指標（達

成値） 

受講者数 113名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１）事業の有効性 

メンター制度導入に必要な知識や技術に関する研修を実施

することにより、資質が向上した。 

（２）事業の効率性 

職員間の横のつながりを醸成したことにより、職場への定着

が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【NO.41】 

介護職員向け働くためのサポートブック作

成事業 

【総事業費】 

1,990 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護職

員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着 

事業の内容（当初計画） 入職して年数の浅い介護職員を対象として、職場に応じた雇

用形態や勤務シフト、労働時間・休暇制度や給料の仕組み、

労働相談、職業人マナーや職業倫理、業界でのキャリアアッ

プ制度など介護職員として働く上で必要となる知識を習得

するためのサポートブックを作成する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

入職１～２年程度の介護職員に 300冊配布 

アウトプット指標（達

成値） 

新人研修及び２年目介護職員研修の参加者 119人に配布 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１）事業の有効性 

入職して年数の浅い介護職員に、就労する上で必要な基本知

識（マナーや労務関係の知識、キャリアアップ等）のサポー

トブックを配布し、職場への定着を推進した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【NO.42】 

介護ロボット実演展示会開催事業 

【総事業費】 

756 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護職

員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着  

事業の内容（当初計画） 介護ロボット実演展示会の開催 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

参加者２００人 

 

アウトプット指標（達

成値） 

参加者３５６人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１） 事業の有効性 

介護ロボットに関する知識や技術を習得することにより、資

質が向上した。 

（２） 事業の効率性 

介護王座決定戦と同時開催とすることで効率よく参加者の

募集ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【NO.43】 

介護職員の確保・定着優良事業所表彰事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護職

員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着  

事業の内容（当初計画） 介護職員の確保・定着優良事業所表彰 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

研修出席者２００人 

アウトプット指標（達

成値） 

（事業中止） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１）事業の有効性 

（２）事業の効率性 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【NO.44】 

施設管理者等研修開催事業 

【総事業費】 

5,894 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護職

員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着  

事業の内容（当初計画） 施設管理者等を対象として、職場環境の改善や労務管理等に

係る研修や講演会を実施し、介護職員が定着する職場づくり

を推進する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

研修出席者 200人 

講演会の開催 

アウトプット指標（達

成値） 

平成 27年度：研修出席者延べ人数 315人、講演会１回開催 

165人参加 

令和元年度：研修出席者延べ人数 136人 

令和２年度：研修出席者延べ人数 144人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１）事業の有効性 

施設管理者等を対象として、職場環境の改善や労務管理等に

係る研修及び職員のモチベーションを高めるための講演会

を開催し、施設管理者等の働きやすい職場づくりへの意識を

啓発することにより、介護職員が定着する職場づくりを推進

した。 

その他  

 

 

 



   

111 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【NO.45】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 

100 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 平成２７年１０月９日～平成２８年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、現任の介護

職員の職場定着が重要である。 

アウトカム指標：介護職員の職場定着 

事業の内容（当初計画） 介護職員の負担軽減等のための介護ロボットを導入し、計

画的にその効果を検証する先駆的な取組みに対して、介護

ロボット導入経費の助成を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護事業所等 10事業所に導入 

アウトプット指標（達成

値） 

１事業所（１体） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の職場定着 

（１）事業の有効性 

介護ロボットの導入経費が高額であることから、当事業の

負担限度額 10万円では事業所の負担額が多額となり、導入

が進んでいない。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 

事業名 【NO.-】 

介護職員キャリアアップ研修事業 

【総事業費】 

1,680 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な人材層の介護職員を対象に、介護知識やスキル、モチ

ベーションの向上を図り、定着支援を行う必要がある。 

アウトカム指標：介護人材の資質の向上及び定着の促進 

介護職員数 令和 2年度 17,424人（平成 27年度 16,534

人） 

事業の内容（当初計画） 中堅介護職員研修（マネジメント能力や介護技術等の向

上） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
中堅職員対象研修 250人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修出席者延べ人数 250人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

 中堅介護職員に必要な介護技術やマネジメント能力等の

研修を実施し、介護職員の資質の向上を支援した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.-】 

介護職員キャリアアップ研修補助事業 

【総事業費】 

1,389 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増加及び多様化が見込まれる中、利用者のニー

ズに的確に対応できる質の高い介護人材の安定的確保を図

る。 

アウトカム指標：介護人材の資質向上を図る。 

介護サービス従事者の離職率 15.4%（令和 2年度） 

事業の内容（当初計画） ①介護支援専門員等口腔ケア研修 

②ノーリフティングケア推進に係る職員育成研修事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①口腔ケア研修会１回 50人参加 

②セミナー受講者数 150人、技術研修実施施設 5施設 

アウトプット指標（達成

値） 

①口腔ケアの居宅同行訪問 31 回 口腔ケア研修会実績なし 

②セミナー受講者数 121 人 技術研修実績なし 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

 ①介護支援専門員の、口腔ケアに関する知識の向上ととも

に関連職種との連携を深めることにつながった。 

 ②セミナーや実技を含む介護職員育成研修を開催するこ

とでノーリフティングの必要性や目的を理解できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.-】 

介護職員介護実技研修会への講師派遣

事業 

【総事業費】 

29 千円 

事業の対象となる区域 香川県全体 

事業の実施主体 香川県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場は人材不足のために、すそ野を広げ人材確保をして

いる現状だが介護職としての育成が十分でなく、自立支援、

自己選択、自己決定を基本とした根拠のある介護サービスが

提供できにくい状況がある 

アウトカム指標：介護人材の資質向上を図る。 

介護サービス従事者の離職率 15.4%（令和 2年度） 

事業の内容（当初計画） 本会の介護実技指導者が出前講師となり、介護施設、介護

事業所にて実施する所属介護職員対象の介護実技研修会の

講師を担当する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

派遣 10回 受講者約 250人 

アウトプット指標（達成

値） 

派遣 3回 受講者 33名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

介護職員の資質向上 

（１）事業の有効性 

 各種研修を通して介護人材のスキルアップを図り、質の高

い介護人材の安定的確保につながる。 

その他  

 

 


